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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　市民の日記念式典及び各種表彰式の開催

　1　市民の日記念式典

　　(1)特別市政功労者表彰

　　(2)市政功労者表彰

　　(3)政令指定都市移行20周年シンポジウム 拡 充

　2　その他表彰

　　(1)地域社会貢献者・寄附行為者褒賞

　　(2)教育・文化・スポーツ等功労者褒賞

（ ）

　7つの姉妹･友好都市のうち、ヒューストン市及びケ

ソン市とは提携40周年となることから、公式訪問団の

受入れを行う。また、青尐年交流事業などを引き続き

行う。

（ ）

　国際化や外国人市民の支援を促進するため、国際交

流協会の運営及び事業に係る経費を助成する。

　

（ ）

　東日本大震災を踏まえ、地域防災計画をより実効性

のある計画に改定するとともに、各種ハザードマップ

を作成するなど、危機管理対策を推進する。

　1　地域防災計画の改定

　2　地震ハザードマップ更新

　3　津波ハザードマップ作成 新 規

　4　土砂災害ハザードマップ作成 新 規

　5　津波避難ビル指定 新 規

国 際 交 流 協 会 関 係 経 費 74,387

総務局　市長公室

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

秘
　
　
書
　
　
課

市 政 功 労 者 表 彰 等 5,889 5,615

市　費 5,889

68,480

市　費 74,387

危
　
機
　
管
　
理
　
課

危 機 管 理 対 策 22,450 ― 

市  費

国
　
際
　
交
　
流
　
課

姉 妹 ・ 友 好 都 市 交 流 6,086 8,636

市　費 6,086

22,450
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（単位：千円）

課
名

備 考

総務局　市長公室

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　災害時における食糧や生活必需品などを備蓄すると

ともに、地域防災計画に基づき指定している避難所に、

初動対応における必要最低限の物資を配備する。

　1　食　　　糧　　　　アルファ米、クラッカー

　2　生活必需品　　　　簡易組立式トイレ

　3　応急活動用資機材　防災井戸貸出用発電機

　4　避難所初動対応必需品整備 拡 充

 　　アルミ毛布、ペットボトル入り飲用水など

（ ）

　自主防災組織の育成強化を図るため、各種助成や

リーダーの養成を行う。

　1　組織の育成

設置助成、活動助成、資機材購入・賃借助成

　2　リーダーの養成

防災リーダー研修会、防災リーダー養成講座

市　費 12,962

防
　
災
　
対
　
策
　
課

防 災 備 蓄 品 整 備 83,447 23,103

市　費 83,447

自 主 防 災 組 織 12,962 12,665
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　文書の電子化や事務の効率化を図るため、電子決裁

機能を備えた文書管理システムの運用管理を行う。

（ ）

　人材育成活用基本方針の改定を踏まえ、職員に必要

とされる能力等を養成するため、職員研修体系の見直

しを行い、職員研修の充実を図る。

新規研修課程

人事考課研修、業務改善研修、折衝力強化研修、

異業種合同研究、資格取得支援など

総務局　総務部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

総
　
務
　
課

文 書 管 理 シ ス テ ム 運 用 52,966 57,245

市　費 52,966

人
　
材
　
育
　
成
　
課

職 員 研 修 46,871 43,774

諸収入 51 市　費 46,820
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

他に債務負担行為 （ ）

　情報システムの運用コストを軽減するため、庁内の

情報システムを集約する統合サーバを構築する。

債務負担行為の期間　平成25年度～平成30年度

（ ） 新 規

　業務プロセス改革の有効性を検証し、今後の取組の

方向性について、調査及び検討を行う。

（ ）

他に債務負担行為 （ ）

　ＩＣＴを活用した行政事務の効率化を実現するため、

市の情報通信基盤を更新する。

債務負担行為の期間　平成25年度～平成30年度

（ ）

　低コストで効率的なシステムの運用を実現するため、

住民情報系システムの第１期開発基本計画を策定する。

総務局　情報統括部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

情
　
報
　
企
　
画
　
課

統合サーバの構築・運用 6,000 ― 

市　費 6,000

957,600 ― 

業務改革に関わる有効性調査 5,000 ― 

市　費 5,000

情
　
報
　
シ
　
ス
　
テ
　
ム
　
課

庁内ネットワークシステムの 18,052 ― 

更 新 市　費 18,052

3,780,000 ― 

住民情報系システムの再構築 97,000 30,000

市　費 97,000
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

1　国会、各省庁などとの連絡調整や情報収集活動を

 行う。

2　都内でのシティセールス活動を推進する。

総務局　東京事務所

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

東
　
京
　
事
　
務
　
所

東 京 事 務 所 運 営 23,302 24,045

市　費 23,302
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　効果的で効率的な行政運営や市民サービスの向上を

図るため、行政改革推進プランの推進など、積極的に

行政改革に取り組む。

（ ）

　地方自治法に基づき、包括外部監査を実施する。

（ ）

　全国及び地域別の就業構造に関する基礎資料を得る

ため、国民の就業及び不就業の実態を調査する。

　調査期日　平成24年10月1日

　調査対象　約2,250世帯

総合政策局　総合政策部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

行
　
政
　
改
　
革
　
推
　
進
　
課

行 政 改 革 の 推 進 3,004 4,434

市　費 3,004

外 部 監 査

統
　
計
　
課

就 業 構 造 基 本 調 査 10,145 ― 

県　費 10,137 諸収入 8

18,000 18,000

市　費 18,000
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

　地域課題の解決に取り組む自治会などに対し、地域

の団体間の連携や活動の活発化を図るため、アドバイ

ザーを派遣する。

（ ）

　市民団体と市が協働で事務事業の改善や市民サービ

スの向上につながる事業を実施する。

市民提案型　　 2事業

行政提案型　　 2事業

（ ）

　地域の多様な主体が連携・協働し、地域課題解決に

取り組むモデル事業を実施する。

対象 松ヶ丘中学校地区、幸町第二中学校地区

（ ）

1　発行

　　1日号（全市版・区版）・15日号（全市版）

2　配布方法

　　新聞折り込み、公共施設配架、町内自治会配付

　　　　　　

（ ）

　市民からの電話などによる問い合わせへの応対と本

庁代表電話の交換業務を行う。

総合政策局　市民自治推進部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

市
　
民
　
自
　
治
　
推
　
進
　
課

地域運営アドバイザー派遣 240 ― 

市　費 240

協 働 事 業 提 案 制 度 2,090 312

市　費 2,090

連携・協働による地域課題 9,108 ― 

解 決 モ デ ル 事 業 県　費 9,108

広
　
報
　
課

市 政 だ よ り 発 行 125,590 121,054

諸収入 7 市　費 125,583

広
　
聴
　
課

市役所コールセンターの 69,090 53,865

運 用 管 理 市　費 69,090
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

他に債務負担行為 （ ）

　新たに､市有建築物等の有効活用を推進するため､資

産経営基本方針に基づき、データベース整備などによ

り資産経営システムを構築する。

（ ）

他に債務負担行為 （ ）

　市税の公平性・公正性及び市税収入の確保のため、

納付機会の充実などにより、市税徴収率の向上及び滞

納額の縮減を推進する。

　1　納付機会の充実

　　　口座振替、コンビニ収納、ＭＰＮ収納の促進

　2　滞納整理の推進滞納整理の推進

　　　滞納者への家宅捜索や財産差押え及びインター

　　ネット公売の推進

　3　市税滞納管理システム開発・運用管理

　　　パッケージソフト導入による新システムの開発

　　及び運用管理

　

財政局　資産経営部・税務部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

資
　
産
　
経
　
営
　
課

資 産 経 営 の 推 進 2,100 ― 

市　費 2,100

36,750

120,000

― 

税
　
制
　
課
　
・
　
納
　
税
　
管
　
理
　
課

市 税 徴 収 対 策 167,506 234,221

県　費 162,555 諸収入 4,951

― 
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　地域コミュニティにおける活動と連帯感の醸成の場

であるコミュニティセンターについて、管理運営（指

定管理者）及び整備を行う。

　1　13館の管理運営

　2　中央ＣＣ松波分室構造改修実施設計

　3　畑ＣＣ外壁塗装及び屋上防水改修実施設計

　4　畑ＣＣ給排水設備改修

　5　高洲ＣＣ給排水設備改修

　6　中央ＣＣ松波分室擁壁改修

（ ）

　真砂地区の学校統廃合に伴う旧真砂第一小学校跡施

設を活用し、真砂コミュニティセンターなどの移転・

拡充を図る。

　旧真砂第一小学校跡施設耐震診断

（ ）

　市民の余暇活動及び青尐年の健全な心身の育成の場

である高原千葉村の管理運営を行う。

（ ） 拡 充

　平成24年4月2日から交通の結節点で利便性の高い千

葉駅連絡所において、住民票の写しや印鑑証明書など

の証明書交付を､土曜日は午後5時まで開設時間を拡大

するとともに、日曜日･祝日は、新たに午前9時から午

後5時まで開設する。

市民局　市民部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

市
　
民
　
総
　
務
　
課

コ ミ ュ ニ テ ィ セ ン タ ー 778,915 725,165

旧 真 砂 第 一 小 学 校 9,800

管 理 運 営 繰入金 32,908 諸収入 1,231

市　債 80,000 市　費 664,776

市　費 113,617

― 

跡 施 設 整 備 市　費 9,800

高 原 千 葉 村 管 理 運 営 144,047 149,463

使用料 29,439 諸収入 991

区
 
政
 
課

千葉駅連絡所の開設時間拡大 11,294 7,667

諸収入 66 市費 11,228
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（単位：千円）

課
名

備 考

市民局　市民部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　各区役所が、区民意識の醸成及び地域の活性化を推

進するため、各種事業を展開する。

　1　自主事業

　2　区民対話会

（ ）

　住民基本台帳法及び出入国管理法の改正に伴い、住

民記録オンラインシステムの改修を実施する。

（ ）

　安全で安心な市民利用を確保するため、経年务化し

た設備等の改修を行う。

（ ） 拡 充

　夜間の防犯及び歩行者の安全な通行を図るため、町

内自治会などが設置・管理する防犯街灯に係る経費の

一部を助成する。

（LED灯の設置について助成対象に追加）

　1　設　置 　　　　　　　　　287灯

　2　管　理 　 49,852灯 → 50,591灯 

　3　修　理 　　　　　　　　4,355件

（ ）

　地域コミュニティの推進を図るため、旧花見川第五

小学校跡施設を、住民管理による地域活動や交流の場

として地域開放モデル事業施設を整備し、開放する。

　旧校舎は、解体撤去のうえ用地の一部を売却し、残

余地に事業施設を整備する。

　平成24年度は、解体撤去に係る実施設計を行う。

（ ）

　行政資料の回覧及び配付事務などを町内自治会に委

託するとともに、町内自治会の活動拠点となる集会所

の建設などに対し、事業費の一部を助成する。

　集会所建設　建替　 3か所

　　　　　　　修繕　15か所

区
 
政
 
課

区 民 ふ れ あ い 37,549 36,671

市　費 37,549

住民記録オンラインシステム 41,946

改 修 諸収入 16 市　費 41,930

市　債 7,000 市　費 21,600

204,469

区 役 所 の 改 修 28,600 277,600

町内自治会の育成と連絡調整 165,531 167,615

地
　
域
　
振
　
興
　
課

防犯街灯設置・管理費助成 257,004 230,350

国　費 13,514 市　費 243,490

地域コミュニティ活動の推進 6,000

市　費 165,531

― 

市　費 6,000
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　個性豊かな千葉文化の創造と市民が文化芸術に触れ

る機会を提供するため、文化芸術振興計画に基づき、

各種文化施策を展開する。

　1　文化ふれあい振興

　2　ベイサイドジャズ千葉

　3　市民芸術祭

　4　芸術文化新人賞

（ ）

　市民の文化芸術活動の拠点となる文化施設について

維持管理などを行う。

　1　市民会館（大ﾎｰﾙ 1,001席・小ﾎｰﾙ 316席他）

　2　文化センター（ﾎｰﾙ 497席他）

　3　若葉文化ホール（ﾎｰﾙ 517席他）

　4　美浜文化ホール（ﾎｰﾙ 354席・音楽ﾎｰﾙ 152席他）

　5　美術館（展示室・市民ｷﾞｬﾗﾘｰ他）

　6　市民ギャラリー・いなげ（展示室他）

　7　京葉銀行文化プラザ（音楽ﾎｰﾙ 719席・会議室他）

（ ）

　男女共同参画社会の形成を目指し、新ハーモニープ

ラン後期計画を推進するほか、各種啓発事業を行う。

　1　講演会の開催

　2　男女共同参画週間

　3　ＤＶ防止啓発パンフレット作成

（ ）

　男女共同参画社会形成のための拠点施設として、講

座の開催､情報の収集及び提供､相談､調査・研究､交流

の各事業を実施するほか、諸室の貸し出し等を行う。

市民局　生活文化部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

文
　
化
　
振
　
興
　
課

文 化 芸 術 振 興 38,491 38,632

繰入金 2,926 市　費 35,565

文 化 施 設 管 理 運 営 936,339 982,315

諸収入 19,634 市　債 16,000

4,745

国　費 1,156 市　費 2,950

市　費 900,705

男
　
女
　
共
　
同
　
参
　
画
　
課

男 女 共 同 参 画 推 進 4,106

男 女 共 同 参 画 セ ン タ ー 146,989 150,881

管 理 運 営 市　費 146,989

-31-



（単位：千円）

課
名

備 考

市民局　生活文化部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　市民の消費生活の安定と向上を図るため、消費者支

援を行う。

　1　消費者対策

　2　消費者啓発

　3　消費者相談

　4　消費者行政活性化基金活用

（ ）

　「暮らしのプラザ」について、ＰＦＩ特定事業によ

り管理運営を行う。

（ ）

　適正な計量の実施を確保するため、計量法に基づき

計量検査を行う。

　1　計量器定期検査（ＰＦＩ特定事業）

　2　適正計量推進

消
　
費
　
生
　
活
　
セ
　
ン
　
タ
　
ー

消 費 者 対 策 48,183 58,314

県　費 14,928 諸収入 133

市　費 98,368

市　費 33,122

暮 ら し の プ ラ ザ 運 営 98,368 61,059

計
　
量
　
検
　
査
　
所

計 量 検 査 17,215 16,199

手数料 9 市費 17,206

-32-



（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　千葉県地域自殺対策緊急強化基金を活用し、自殺対

策を強化する。

　1　相談窓口の開設 拡 充

　　 利便性の高いＪＲ千葉駅の近くに相談窓口を開

　 設する。

開設日　　週2日

開設時間　18～21時

　2　自死予防チェックシートの作成 拡 充

　　 うつ病などの自己診断チェックシートを作成し、

　 検診会場などで配布する。

　3　ゲートキーパー養成・職場のメンタルヘルス

　 研修会

　4　啓発パンフレットの作成等

（ ）

1　被災者住宅再建支援

　 震災により住宅の被害を受けた世帯のうち、国の

 支援制度の対象とならない場合に住宅の補修費など

 を助成する。

交付件数　　　540件

半壊地盤復旧　　　131件

半壊補修　　　　　 76件

一部損壊地盤復旧　333件

2　災害援護資金貸付

　 震災により住宅の被害を受けた世帯のうち、対象

 となる住宅の補修などのために資金の貸付けを行う。

貸付件数　　　 25件

（ ）

受給者・世帯数

生活扶助 延べ 人

医療扶助 延べ 人

住宅扶助 延べ 世帯

介護扶助 延べ 人

教育扶助等 延べ 人

保健福祉局

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

地
域
福
祉
課
・

高
齢
障
害
部
障
害
者
自
立
支
援
課

地 域 自 殺 対 策 緊 急 強 化 11,160 8,684

県　費 11,160

地
　
域
　
福
　
祉
　
課

被 災 者 へ の 支 援 531,900 ― 

県　費 483,000 市　債 32,600

市　費 16,300

28,140,000

国　費 22,045,920 諸収入 355,440

保
　
　
護
　
　
課

生 活 保 護 29,750,000

市　費 7,348,640

187,649

152,587

137,951

21,671

20,249
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（単位：千円）

課
名

備 考

保健福祉局

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　急増する稼働能力を有する被保護者への就労支援を

強化する。

　1　被保護者等就労サポート窓口の設置 新 規

　　 ハローワークとの協働により生活保護受給者等

　 専用の就労相談窓口を中央区に設置する。

　2　就労支援相談員の増員 拡 充

　　 就労相談窓口設置に対応するため、中央区の相

　 談員を1人増員する。

相談員　8人　→　9人

（ ） 新 規

　他法他施策の活用や年金受給未申告による不正受給

の防止を図るため、調査専門員を配置し、生活保護受

給者の年金加入期間や受給権を調査するとともに、年

金に関する相談及び手続きの支援を行う。

調査専門員　4人

（ ） 新 規

　医療扶助の適正化を推進するため、医療扶助指導員

を配置し、被保護者へ後発医薬品に関して説明し理解

を深め、利用を促進する。

指導員　3人

（ ）

　雇用先の開拓やセミナーの実施、就職及び就労継続

に向けた支援を行い、被保護者の自立支援を促進する。

保
　
　
護
　
　
課

被 保 護 者 就 労 支 援 26,943

市　費 512

24,645

県　費 26,280 諸収入 151

年 金 等 調 査 相 談 11,782 ― 

国　費 11,712 諸収入 70

国　費 6,609 諸収入 39

医 療 扶 助 指 導 員 配 置 6,648 ― 

被 保 護 者 就 労 促 進 87,501 89,708

県　費 87,501
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

　在宅医療を推進するため、医療・介護などの関係者

で構成する在宅医療推進連絡協議会を設置するととも

に講演会などを開催する。

（ ）

　健康づくりを推進する施策として、市民の健康づく

り運動を総合的に推進するための指針となる「新世紀

ちば健康プラン」の次期計画を策定する。

（ ）

1　定期予防接種

　 予防接種法に基づき、ポリオ・三種混合・二種混

 合・麻しん風しん混合・日本脳炎・ＢＣＧ及びイン

 フルエンザ（高齢者）の予防接種を行う。

2  子宮頸がん等ワクチン接種

　 国の子宮頸がん等ワクチン接種緊急促進臨時特例

 交付金を活用し、子宮頸がん予防・ヒブ・小児用肺

 炎球菌ワクチンの接種費用を全額助成する。

　　対象者

　　　子宮頸がん予防　中1～高1相当年齢の女子

　　　ヒブ　　　　　　生後2か月～5歳未満の乳幼児

　　　小児用肺炎球菌　生後2か月～5歳未満の乳幼児　

3　成人用肺炎球菌ワクチン接種　 新 規

　 75歳以上の高齢者などに対して、成人用肺炎球菌

 ワクチンの接種費用を一部助成する。

　　助成額　　3,000円/件

（ ）

　休日などにおける救急患者への医療やねたきり高齢

者や心身障害者(児）の歯科診療を提供する。

（ ）

　環境保健研究所にゲルマニウム半導体検出器を整備

し、食品の放射性物質検査を行う。

2,000 4,000

次 期 計 画 策 定 市　費 2,000

予 防 接 種 2,213,150 2,303,766

保健福祉局　健康部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

健
　
康
　
企
　
画
　
課

在 宅 医 療 推 進 1,000 ― 

市　費 1,000

新 世 紀 ち ば 健 康 プ ラ ン

休 日 救 急 診 療 所 運 営 316,135 311,918

手数料 806 国　費 311

県　費 461,869 諸収入 23,652

使用料 291,714 手数料 1,171

市　費 23,250

市　費 1,726,512

健
康
企
画
課
・

生
活
衛
生
課

食 品 の 放 射 性 物 質 検 査 22,745 ― 

国　費 9,000 市　債 9,000

市　費 4,745
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（単位：千円）

課
名

備 考

保健福祉局　健康部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 新 規

　市民の食育を推進するため、現行計画の最終評価及

び次期計画策定に向けた実態調査を行う。

　次期計画策定　平成25年度　

（ ） 新 規

　市民の運動習慣の定着を図るため、ヘルスサポータ

ーを養成する教室及び運動指導などを行う出前講座を

開催するとともに、地域の運動グループの育成をモデ

ル的に行う。

（ ）

　疾病の早期発見・早期治療を図るため、がん検診や

歯周疾患検診、女性特有のがん検診など各種検診を引

き続き行うとともに、新たに、働く世代を対象とした

40歳から60歳までの 5歳刻みの方を対象に、大腸がん

に関する検診手帳及び検診費用が無料となるクーポン

券を送付する。

　また、生活習慣を改善して健康を増進するため、健

康教育、健康相談、機能訓練及び訪問指導を行う。

　1　がん検診（大腸がん検診無料クーポン券） 拡 充

　2　健康診査（健診項目の追加） 拡 充

　3　健康教育

　4　健康相談

　5　機能訓練

　6　訪問指導

　7　骨粗しょう症検診

　8　歯周疾患検診

（ ） 拡 充

　平日に開催している母親・父親学級に加え、男性の

育児参加を促進するために、働くパパとママを対象に

した両親学級を土日に開催する。

480 市　費 920

健 康 増 進 1,867,196 1,445,535

健
　
康
　
支
　
援
　
課

食 育 推 進 計 画 の 策 定 1,000 ― 

市　費 1,000

健 康 運 動 対 策 1,400 ― 

国　費

育 児 支 援 3,702 2,531

国　費 600 市　費 3,102

国　費 160,363 諸収入 120

市　費 1,706,713
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（単位：千円）

課
名

備 考

保健福祉局　健康部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 特別会計

1　被保険者数及び世帯数　　（　　）は前年度

　(1)被保険者数       268,850人 （ 268,550人）

　(2)世帯数       157,600世帯（156,900世帯）

2　医療費の一部負担金の割合

　　 義務教育就学前 2割

　　 義務教育就学児以上70歳未満 3割

　　 70歳以上 1割・3割（一定以上所得者）

3  保険料の改定

　 保険給付費の増加などに見合った自主財源の確保

 を図るため、保険料を改定する。

  (1)医療分

　　 被保険者均等割　　13,680円　→　16,200円

     世帯別平等割　　　18,120円　→　21,480円

  (2)支援金分

　　 被保険者均等割　　 4,320円　→　 5,160円

     世帯別平等割　　　 5,760円　→　 6,720円

  (3)介護納付金分（40歳～64歳）

　　 所得割　　　　　　  1.84％　→　  1.93％

　　 被保険者均等割　　 6,960円　→　 7,440円

     世帯別平等割　　　 5,280円　→　 5,760円

4　口座振替の窓口受付サービス 新 規

　 市民の利便性や保険料収納率の向上を図るため、

 区役所窓口などで、キャッシュカードにより容易に

 口座振替手続きができるサービスを導入する。

5　特別徴収嘱託員の増員 拡 充

　 保険料収納率の向上のため、特別徴収嘱託員を8人

 増員し、徴収体制を強化する。

6  保健事業

　(1)特定健康診査・特定保健指導 拡 充

　　 40歳以上75歳未満の被保険者を対象に、特定健

　 康診査を実施し、その結果に応じた特定保健指導

　 を行う。また、糖尿病・腎疾患などの早期発見の

　 ため健診項目を拡充する。

4,834,969 繰入金 7,457,293

諸収入 171,959

健
　
康
　
保
　
険
　
課

国 民 健 康 保 険 91,622,791 87,052,215

事業収入 60,057,441 国　費 19,101,129

県　費
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（単位：千円）

課
名

備 考

保健福祉局　健康部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

　(2)訪問保健指導 新 規

　　 特定健康診査の結果、早期に受診が必要と判断

　 された者を対象に、保健師などが戸別訪問による

　 受診勧奨の指導などを実施する。

　(3)一日人間ドック費用助成

対象者 35歳以上

（75歳以上は市民を対象に一般会計で実施）

助成枠 10,000人

助成割合 検診費用の5割

（助成限度額 18,000円)

　(4)脳ドック費用助成

対象者 40歳以上5歳間隔

（75歳以上は市民を対象に一般会計で実施）

助成枠 1,050人

助成割合 検診費用の5割

（助成限度額 10,000円)

（ ） 特別会計

繰入金

広域連合納付金

　後期高齢者医療制度に加入する被保険者の保険料は、

各市町村が徴収することとなっており、本市が徴収し

た保険料を広域連合に納付する。

　　被保険者 75歳以上及び65歳以上で一定の

障害がある者

　　被保険者数 86,418人

（ ）

1　療養給付費負担金

 　本市の後期高齢者に係る保険給付費の一部を負担

 する。

2　広域連合負担金

 　広域連合の事務経費を各市町村が負担する。

3　健康診査 拡 充

　　後期高齢者医療制度の被保険者を対象に、健康診

　査を行う。また、糖尿病・腎疾患などの早期発見の

　ため健診項目を拡充する。

健
　
康
　
保
　
険
　
課

後 期 高 齢 者 医 療 7,674,172 6,941,961

（ 特 別 会 計 ） 事業収入 6,808,550 865,622

後 期 高 齢 者 医 療 5,488,154 5,121,148

（ 一 般 会 計 ） 諸収入 327,961 市　費 5,160,193
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（単位：千円）

課
名

備 考

保健福祉局　健康部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 新 規

　平和公園墓地（Ａ地区）の整備を行うため、基本設

計などを行う。

　　面 積 　5.0ha

　　整備数　約7,000区画

（ ）

　ねこの引取り数の減尐及びねこに関する問題の解決

を図るため、飼い主のいないねこの不妊手術を行う。

　　頭数　250匹　→　300匹　　 拡 充

（ ） 特別会計

1　霊園事業

　(1)桜木霊園・平和公園管理運営

　(2)桜木霊園・平和公園環境整備

　　 桜木霊園　トイレ建替、火付石設置等

　　 平和公園　トイレ改修、火付石設置、芝張替等

　(3)桜木霊園再整備（新形態墓地整備）

　　 桜木霊園の再整備の一環として、合葬墓を整備

　 する。

　　　　埋蔵数　　12,000体

　　　　新築工事　鉄筋コンクリート造

　　　　　　　　　地上1階地下1階建

　　　　平成24年度～平成25年度継続

2　斎場事業

　 斎場管理運営

手数料 2,340 諸収入 15

市　費 23,496

生
　
活
　
衛
　
生
　
課

平 和 公 園 拡 張 建 設 10,000 ― 

市　費 10,000

動 物 保 護 指 導 25,851 27,096

繰入金 13,966 諸収入 5,848

市　債 202,000

霊 園 932,714 686,573

事業収入 709,834 財産収入 1,066
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

　認知症に関する鑑別診断、専門医療相談、身体合併

症の急性期治療などを行う認知症疾患医療センターを

設置する。

（ ）

　要援護高齢者の在宅生活を支援するため、在宅福祉

サービスを行う。

　1　生きがい活動支援通所

　2　緊急通報システム

　3　訪問理美容サービス

　4　生活支援ハウス

　5　日常生活用具給付等

　6　寝具乾燥サービス

　7　かかりつけ医認知症対応力向上研修

　8　認知症サポート医養成研修

  9　家具転倒防止対策

（ ）

　高齢者が生きがいをもって充実した生活を送れるよ

うにするため、社会参加の支援や就業を促進する。

　1　敬老事業

　　 敬老祝金、敬老祝品、敬老会開催助成

　2　全国健康福祉祭参加

　3　シルバー人材センター運営助成

　4　高齢者いきいき健康園芸

（ ）

　高齢者が充実した生活を送れるように、知識や技術

を習得するための講座を開催するとともに、ボランテ

ィア活動などの学習成果を地域活動に還元できるよう

支援する。

　定員 240人 各学科 60人（30人×2クラス）

　ボランティア実践コース 福祉健康学科・園芸学科

　創造活動コース 美術学科・陶芸学科

（ ）

　高齢者の生きがいと健康づくりに資する各種活動を

推進するため、老人クラブなどの活動に対し助成する。

　1　市老人クラブ連合会

　2　区老人クラブ連合会

　3　単位老人クラブ

保健福祉局　高齢障害部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

高
 
齢
 
福
 
祉
 
課

認知症疾患医療センター設置 5,950 ― 

国　費 2,975 市　費

　

市　費 208,676

生 き が い 対 策 350,716

2,975

在 宅 福 祉 サ ー ビ ス 212,131 211,295

国　費 455 諸収入 3,000

諸収入 8,640 市　費 20,777

老 人 ク ラ ブ 育 成 37,958 41,880

346,740

諸収入 18 市　費 350,698

こ と ぶ き 大 学 校 運 営 29,417 29,243

国　費 15,171 市　費 22,787
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（単位：千円）

課
名

備 考

保健福祉局　高齢障害部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　三世代家族の形成を促進し、高齢者の孤立を防ぐと

ともに家族の絆の再生を図るため、三世代で居住する

住宅の新築・購入・増改築または借上げなどの費用を

助成する。

　助成件数　56件

（ ） 特別会計

を含む

新 規

  高齢者の外出を支援するとともに地域や家族の「絆」

を深めるため、公衆浴場の利用に対し助成する。

　入浴料金　　高齢者100円、小学生以下 無料

　（通常料金　大人420円、小学生170円、乳幼児70円）

　事業実施日　毎月第1・2・3・4日曜日（年48回）

（ ） 拡 充

　在宅の要援護高齢者などの住宅改修費の助成につい

て、市内業者を利用した場合に助成割合を引き上げる。

　所得税額　140,000円以下

　　助成割合 1/2→2/3　

　所得税額　140,001円～280,000円以下

　　助成割合 1/4→1/3　　

　（所得税が非課税の場合は10/10で変更なし）

（ ） 拡 充

　社会福祉法人が設置する高齢者福祉施設について建

設費を助成する。

　特別養護老人ホーム（39施設→41施設）

　　1　特別養護老人ホーム （創設）

「ロイヤル千葉グリーンホーム（仮称）」

（平成23年度～平成24年度）

　定員　80人 ショートステイ 　20人

　　2　特別養護老人ホーム （増床）

「ソレイユ千葉北」

　 （平成23年度～平成24年度）

　定員　30人 ショートステイ　 10人

　　3　特別養護老人ホーム　2施設 （創設）

　 （平成24年度～平成25年度）

　定員 各80人 ショートステイ 各20人

高
 
齢
 
福
 
祉
 
課

三 世 代 同 居 等 支 援 35,721 18,033

市　費 35,721

高
齢
福
祉
課
・

健
康
部
生
活
衛
生
課

地域のつどい・ふれあい入浴 26,368 ― 

事業収入 4,953 国　費 9,317

県　費 4,659 市　費 7,439

高
齢
福
祉
課
・

障
害
者
自
立
支
援
課

高齢者・障害者住宅改修支援 84,599 91,393

市　費 84,599

高
 
齢
 
施
 
設
 
課

高齢者福祉施設整備費助成 520,896 1,134,388

市　債 520,000 市　費 896
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（単位：千円）

課
名

備 考

保健福祉局　高齢障害部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 新 規

　市内の介護施設などにおける人材を確保するため、

ホームヘルパー２級の資格取得費用の一部を助成する。

　助成件数　50件

（ ） 特別会計

1　保険給付

　 要支援・要介護と認定された被保険者を対象に、

 居宅サービス・施設サービスの給付を行う。

　(1)第1号被保険者数 人

　(2)第1号保険料（所得段階別、年額）

第1段階（基準額×0.5） 円

第2段階（基準額×0.5） 円

第3段階（基準額×0.65） 円

第4段階（基準額×0.75） 円

第5段階（基準額×0.9） 円

第6段階（基準額×1.0） 円

第7段階（基準額×1.1） 円

第8段階（基準額×1.25） 円

第9段階（基準額×1.5） 円

第10段階（基準額×1.75） 円

第11段階（基準額×2.0） 円

第12段階（基準額×2.25） 円

第13段階（基準額×2.4） 円

2　地域支援事業

　(1)介護予防事業

　　 二次予防事業対象者の把握を進めるとともに、

　 元気アップ教室、脳の健康教室などを開催するほ

　 か、口腔ケア指導などを行う歯っぴー健口教室を

　 新設する。

歯っぴー健口教室 全24コース 新 規

　(2)包括的支援事業

　 あんしんケアセンター(地域包括支援センター)運営

　　 高齢者の総合的な相談への対応や介護予防ケア

　 マネジメント、権利擁護支援などを行うあんしん

　 ケアセンターを運営する。

12か所→24か所に増設（10月） 拡 充

介
護
保
険
課

介 護 人 材 の 確 保 2,572 ― 

市　費 2,572

財産収入 1,182

繰入金 7,264,031 諸収入 3,018

高
齢
福
祉
課
・
介
護
保
険
課
・
健
康
部
健
康
支
援
課

介 護 保 険 49,603,940 44,115,007

事業収入 26,045,563 国　費 9,074,333

県　費 7,215,813

58,644

64,508

73,305

87,966

102,627

117,288

207,551

29,322

29,322

38,118

43,983

52,779

131,949

140,745
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（単位：千円）

課
名

備 考

保健福祉局　高齢障害部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

　(3)任意事業

　　 介護する家族の負担軽減や地域での生活を支援

　 するため、おむつ給付や配食サービスなどを行う

　 とともに、介護給付の適正化を図るため、ケアプ

　 ランの点検や介護保険住宅改修に係る実地調査を

　 行う。

　　 また、高齢者の公衆浴場利用料を助成する地域 新 規

　 のつどい・ふれあい入浴事業（再掲）を新設し、

　 高齢者の外出や地域交流を促進する。

（ ）

　民間障害者施設に対して、消防用設備の設置及び施

設の老朽化に伴う改修に要する経費を助成する。

　　対象 1施設

（ ）

　特別支援学校高等部に通学する知的障害のある生徒

の一般就労を支援するため、パソコン操作とビジネス

マナーの講座を開催する。

　　対象 20人

（ ）

　障害者の一般就労を支援するため、障害者職業能力

開発プロモーターを配置し、効果的な職業訓練と関係

機関との連携体制づくりを促進する。

（ ）

　心身障害者ワークホームの運営費を助成する。

　　対象 19か所

高
齢
福
祉
課
・
介
護
保
険
課
・

健
康
部
健
康
支
援
課

障
　
害
　
企
　
画
　
課

社会福祉施設大規模改修支援 9,708 51,250

国　費 6,472 市　債

パ ソ コ ン 講 座 開 設 市　費 1,066

障 害 者 職 業 能 力 開 発 8,797 11,016

3,000

市　費 236

障 害 者 就 労 支 援 1,066 1,165

市　費 86,452

プ ロ モ ー ト 国　費 8,756 諸収入 41

民間福祉作業所等運営費助成 86,452 89,555
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（単位：千円）

課
名

備 考

保健福祉局　高齢障害部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　障害者（児）の療育及びリハビリテーションなどの

総合施設「療育センター」の管理運営を行う。

　1　療育相談所（医療機関　障害児の精密検査など）

　2　障害児通所支援事業所

　　　　　　 　　　（主に難聴児・肢体不自由児）

　3　障害福祉サービス事業所

　4　身体障害者福祉センター

（ ）

　障害児の療育のための通所支援施設「大宮学園」の

管理運営を行う。

　障害児通所支援事業所（主に知的・肢体不自由児）

（ ）

　重症心身障害児の入通所施設「桜木園」の管理運営

を行う。

　1　障害児通所支援事業所

　2　障害児入所施設

　3　障害福祉サービス事業所

（ ） 新 規

　平成24年10月から障害者虐待防止法が施行されるこ

とに伴い、障害者虐待防止センターを設置するととも

に、虐待を受けた障害者を一時的に保護する居室を確

保する。

県　費 203

諸収入 47 市　費 351,704

障
　
害
　
企
　
画
　
課

療 育 セ ン タ ー 管 理 運 営 542,310 522,811

使用料 189,379 手数料 571

国　費 406

桜 木 園 管 理 運 営 638,702 631,646

大 宮 学 園 管 理 運 営 267,951 263,130

使用料 122,559 手数料 37

使用料 477,852 手数料 22

国　費 36,207 市　費 124,621

市　費 145,355

障
害
企
画
課
・

障
害
者
自
立
支
援
課

障 害 者 虐 待 防 止 3,889 ― 

市　費 3,889
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（単位：千円）

課
名

備 考

保健福祉局　高齢障害部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 拡 充

　グループホームなどの整備を促進するため、新築、

改修、開設準備、運営に要する経費を助成する。

　1　開設準備費助成　　　8か所（52か所→60か所）

　2　新築及び改修費助成　6か所

　3　運営費助成　　　　　9か所

（ ）

　障害者（児）の自立した日常生活、就労などを支援

するため、障害福祉サービスの給付などを行うととも

に、国による利用者負担の軽減策として、市民税非課

税世帯の障害者に対し、引き続き、利用者負担額の無

料化を実施する。

  1　障害福祉サービス（主なもの）

　  (1)居宅介護、行動援護、同行援護

  　(2)共同生活介護、共同生活援助

  　(3)生活介護、施設入所支援

 　 (4)計画相談支援 拡 充

　　　 全てのサービス利用者に対し、サービス利用

　　 計画を作成する。

　  (5)地域相談支援 新 規

　　　 施設入所者や精神科病院入院患者に対し、地

　　 域移行及び地域定着のための支援を行う。

　2　グループホーム等家賃助成

　　 月額　15,000円→20,000円 拡 充

  3　自立支援医療

　　 更生医療、精神通院医療

　4　補装具

　　 車いす、補聴器など

　5　地域生活支援事業

　　 相談支援、コミュニケーション支援、日常生活

　　 用具、移動支援、発達障害者支援センターなど

　6　地域活動支援センター

　　 地域活動支援センターⅠ型　4か所→5か所　 拡 充

　7　強度行動障害者加算

　8　高齢重度障害者介護支援加算

　9　障害児通所支援、障害児相談支援

 10  障害児入所支援

 11  障害者自立支援対策臨時特例交付金による特別

 　対策事業

 12  障害福祉サービス等ヘルパー研修

　　　 開催回数　3回

7,963

障 害 者 自 立 支 援 11,326,942 10,293,001

障
　
害
　
企
　
画
　
課
　
・
　
障
　
害
　
者
　
自
　
立
　
支
　
援
　
課

グループホーム・ケアホーム 63,833 15,438

整 備 等 助 成 国　費 37,870 市　債 18,000

市　費

国　費 5,509,876 県　費 2,362,222

諸収入 171 市　費 3,454,673
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（単位：千円）

課
名

備 考

保健福祉局　高齢障害部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 新 規

　身体障害者手帳の交付対象にならない軽度・中等度

の難聴児に対し補聴器の購入費の一部を助成する。

（ ）

　障害者の医療費に係る負担軽減を図るため、医療費

の自己負担額を助成する。

（ ）

1　特別障害者手当

 　重度の障害が重複し、日常生活において常時特別

 の介護を要する在宅障害者に手当を支給する。

受給者数 546人

2　障害児福祉手当

 　日常生活において、常時介護を要する在宅障害児

 に手当を支給する。

受給者数 431人

3　国福祉手当（経過措置）

 　特別障害者手当に移行できなかった者に対し、経

 過措置として手当を支給する。

受給者数 31人

4　市福祉手当

 　特別障害者手当などに該当しない重度の障害者、

 又は障害児の保護者に手当を支給する。

　　 受給者数 障害者　8,396人

障害児　　942人

障
　
害
　
者
　
自
　
立
　
支
　
援
　
課

難聴児補聴器購入費助成 837 ― 

市　費 837

心 身 障 害 者 医 療 費 助 成 1,355,035 1,294,073

県　費

国　費 189,726 市　費 852,850

100,000 市　費 1,255,035

各 種 福 祉 手 当 支 給 1,042,576 1,054,548
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

　幼稚園教育の充実と保護者の経済的負担の軽減を図

るため、私立幼稚園の園児を対象に実施する内科・歯

科健康診断及びぎょう虫検査について助成を行う。

（ ） 拡 充

　保護者の就労支援や子育て支援、待機児童対策など

のため、幼稚園が実施する長時間の預かり保育に対し

補助金を交付する。

実施施設数 10園→15園

（ ）

　保護者の経済的負担の軽減及び幼児教育の振興を図

るため就園奨励費を支給する。

　1　国庫補助事業1　国庫補助事業 拡 充

　　　保護者の経済的負担の軽減などを図るため、

　　補助単価を引き上げる。

　2　市単独事業

　　　すべての保護者に、市民税所得割額に応じて、

　　28,000円、25,000円、又は15,000円のいずれか

　　を支給する。

（ ） 拡 充

　子どもの自立と自覚を促し、社会への参画を推進す

るため、「こどもの力フォーラム」を開催するほか、

新たに1か所「こどもカフェ」のモデル運営を行うな

ど各種事業を実施する。

（ ）

　中学校修了までの子どもを対象に、所得制限を設け､

年齢や出生順位により、一人につき月額10,000円又は

15,000円を支給する。

支給月額

・3歳未満児 15,000円

・3歳以上小学校修了前児

第1子・第2子　 10,000円

第3子以降 15,000円

・中学生 10,000円

（所得超過世帯児童は、一律5,000円）

こ ど も の 参 画 推 進 3,930 3,208

諸収入 115

市　費 3,930

子どものための手当支給 15,934,101 23,098,761

国　費 11,212,091 県　費

こども未来局　こども未来部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

2,404,863市　費

76,994

17,504

市　費 17,504

私 立 幼 稚 園 76,994 61,874

長 時 間 預 か り 保 育 補 助 市　費

私立幼稚園就園奨励費補助 1,506,681 1,482,883

国　費 367,047

こ
　
ど
　
も
　
企
　
画
　
課

私立幼稚園健康診断等補助 ― 

市　費 1,139,634

2,317,032
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（単位：千円）

課
名

備 考

こども未来局　こども未来部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　子どもの医療費の一部を、保険診療の範囲内で助成

する。

　1　助成対象年齢

・通院医療費 小学校3年生まで

・入院医療費 中学校修了まで

　2　保護者負担額

通院1回、入院1日につき300円

（市民税所得割額非課税世帯は無料）

（ ） 拡 充

　社会的養護が必要な児童について、家庭的な環境で

の養護を推進するため、養育者の住居において、複数

の児童を養育し、基本的な生活習慣の確立と自立を支

援する。

実施施設数 1か所→2か所

（ ）

　ＤＶ防止に係る啓発やＤＶ相談窓口職員向け研修な

どのほか、新たに、ＤＶ防止基本計画を策定するとと 新 規

もに、ＤＶ被害者の保護及び自立支援のための民間シ

ェルターへの助成を行う。

（ ）

　放課後児童の健全育成を図るため、子どもルームの

運営・施設整備を行う。

リーダー手当導入 新 規

新設 2か所 拡 充

施設改善 2か所

こ
　
ど
　
も
　
企
　
画
　
課

1,724

子 ど も 医 療 費 助 成 2,348,955 2,105,917

県　費 506,780 諸収入 32,653

市　費 1,403,929

Ｄ Ｖ 防 止 対 策 1,724 333

市　費

健
　
全
　
育
　
成
　
課

子どもルーム整備・運営

小 規 模 住 居 型 児 童 養 育 22,662 5,818

（ フ ァ ミ リ ー ホ ー ム ） 負担金 26 国　費 10,978

こ
ど
も
企
画
課
・

健
全
育
成
課

市　費 1,809,522

市　費 11,658

2,106,925 2,061,889

国　費 189,027 諸収入 513,969
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（単位：千円）

課
名

備 考

こども未来局　こども未来部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　市民参加による青尐年の健全育成を総合的に推進す

るため、関係団体などの活動を支援する。

　1　青尐年育成委員会の活動

　2　青尐年の日関連行事の開催

　3　青尐年相談員活動の推進

　4　子ども・若者総合相談 新 規

　5　補導活動の推進

（ ） 拡 充

　児童養護施設（1か所）の整備に対し助成する。

H24～25 施設整備

H26 開所

（ ）

　児童に関する様々な相談に応じ適切な指導・援助を

行い、児童の福祉向上を推進する。

（ ） 特別会計

　母子家庭及び寡婦の経済的自立を支援するため、事

業開始資金、修学資金などの貸付を行う。

（ ） 新 規

　

　ひとり親家庭がファミリー・サポート・センターを

利用する際に、利用料の一部を助成することにより、

就労支援及び子育て支援の充実などを図る。

　1　対象：母子家庭・父子家庭(児童扶養手当受給者)

　2　助成額：1時間あたりの利用料の半額

　　（月上限額は2万円）

保
　
育
　
支
　
援
　
課

国　費

青 尐 年 健 全 育 成

母 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付 309,420 307,600

繰越金 44,367 諸収入

健
　
全
　
育
　
成
　
課

44,359

180,647

市　債 53,615 繰入金 30,791

建 設 費 等 補 助

市　費 42,868

15,982 県　費 845

諸収入 2,734 市　費 119,114

ファミリー・サポート・セン 1,857 ― 

タ ー ひ と り 親 家 庭 支 援 市　費 1,857

民 間 児 童 福 祉 施 設 41,384 ― 

市　費 162

国　費 21,222 市　債 20,000

児 童 相 談 所 管 理 運 営 138,675 141,526

45,634

諸収入 106県　費 2,660
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（単位：千円）

課
名

備 考

こども未来局　こども未来部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 拡 充

　「待機児童解消に向けたアクションプラン2010」に

基づき、私立保育園の新設整備をはじめ、既存施設の

有効活用による、定員変更、分園設置、幼稚園内への

小規模保育所整備などを推進する。

　1　私立保育園の新設

　　(1)都賀地区 1か所 （定員　90人程度）

　　(2)おゆみ野地区 1か所 （定員　90人程度）

　　(3)幕張本郷地区 2か所 （定員 120人程度）

　　(4)あすみが丘地区 1か所 （定員　45人程度）

小計 5か所  定員　345人程度

　2　既存施設の有効活用

　　(1)定員変更　　　　1か所　　(定員　45人程度)

　　(2)分園設置　　　　1か所　　(定員　70人程度)

　　(3)幼稚園型　　　　2か所　　(定員　60人程度)

小計 4か所 　定員　175人程度

合計 9か所 　定員　520人程度

（ ） 拡 充

　老朽化の著しい私立保育園（3か所）の改築を行うと

ともに、定員増を図る。

 　1　千葉寺保育園　　　　　（定員149人→159人）

　 2　幕張海浜保育園　　　　（定員120人→140人）

　 3　チューリップ保育園　　（定員120人→135人）

合計 3か所　　45人増

（ ） 新 規

　新たに、複数の保育者による家庭的保育を実施する

ほか、認可保育所と同等の基準を満たす保育ルーム

（先取りプロジェクト認定保育施設）に対する助成額

の拡充などを実施する。

　1　先取りプロジェクト認定保育施設 18か所

　2　グループ型小規模保育施設　  3か所

　3　保育所緊急整備（土地賃借料補助）  4か所

保
　
育
　
支
　
援
　
課

県　費 59,445 諸収入

市　債

保
育
支
援
課
・
保
育
運
営
課

市　費 2,735

県　費 461,892

2,915

55,000

212,748 ― 

市　費

6,771

651,748私 立 保 育 園 整 備

プ ロ ジ ェ ク ト

市　費 146,532

待機児童解消「先取り」

300,999

県　費 531,833 繰入金 1,000

市　債 116,000

私 立 保 育 園 改 築 519,627 ― 
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（単位：千円）

課
名

備 考

こども未来局　こども未来部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 拡 充

　保育に欠ける子どもの健やかな成長と保護者の就労

支援などを図るため、新規開設や定員の弾力化により

受入れ枠を拡大し、待機児童解消に努め、私立保育園

（56か所）に対して、運営委託し、管理運営費などを

助成する。

　1　入所児童数 年間延べ　62,160人

　2　新規開設 中央区 3か所 （定員90人×2園

  定員30人×1園）

緑　区 2か所 （定員59人×1園

  定員36人×1園）

美浜区 2か所 （定員30人×2園）

　3　定員増 花見川区 1か所 （定員21人増）

（ ）

1　認可外保育施設巡回指導員配置 新 規

　保育ルームなどの認可外保育施設を定期的に巡回し､

保育の質の確保を図る。

認可外保育施設巡回指導員 1人

2　保育ルーム助成 拡 充

　増加する保育需要に対応し、保護者の負担軽減と、

保育の質の向上を図るため、保育ルームの経費の一部

を助成する。

新規認定 7か所 （定員225人）

（ ） 拡 充

　病気回復期にあるため保育所に通えない児童などを

一時的に預かり、保護者の子育てと就労の両立を支援

する。

実施施設数 8か所→9か所

（ ） 拡 充

　保護者の疾病、冠婚葬祭、または育児疲れなどによ

る保育需要や、多様化する就労形態に伴う保育需要に

う。

　1　一時預かり 19か所→24か所

　2　特定保育 19か所→21か所

　3　休日保育  3か所→ 4か所

保
育
支
援
課
・
保
育
運
営
課

諸収入

国　費 108 県　費 371

繰入金

市　費 66,884

86,539 75,744

198

370,767 471,212

市　費 3,132,660

県　費 1,599

国　費 23,982 市　費 62,557

私 立 保 育 園 運 営 ・ 助 成 6,302,454 5,745,779

対応するため、一時預かり・特定保育・休日保育を行

一時預かり・特定保育・ 130,298 117,913

休 日 保 育 国　費 45,780 諸収入 17,634

病 児 ・ 病 後 児 保 育

保 育 ル ー ム

16 市　費 370,272

負担金 1,719,906 国　費 1,448,091

保
　
育
　
運
　
営
　
課
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　環境基本計画に基づき、再生可能エネルギー導入な

どの地球温暖化対策や環境教育に関する各種施策を総

合的かつ計画的に推進する。

　1　地球温暖化対策実行計画の推進

　 (1) 各種イベント等を活用した地球温暖化防止

　   キャンペーンの実施

　 (2) 地球温暖化対策地域協議会活動の促進

　 (3) 地球環境保全協定の締結推進

　 (4) 環境マネジメントシステム(チームス)の運用

　2　再生可能エネルギー導入の推進

　 (1) 再生可能エネルギー導入に向けた調査・検討 新 規

　 (2) 太陽熱利用給湯システム設置費助成 新 規

　 (3) 太陽光発電設備設置費助成 拡 充

　3  環境教育・環境保全活動の推進

　 (1) 環境教育の推進

  　 　小・中学生向け環境教育教材の作成

  　　 環境学習モデル校の指定

　 (2) 環境保全活動の推進

　 (3) 環境情報の提供

（ ）

　市民が自然とふれあえる環境を提供するため、大草

谷津田いきものの里を運営するとともに、市民などの

協力を得て、谷津田の自然の保全や保全区域の拡大を

進めるほか、自然保護ボランティアを育成する。

　また、ハクビシン等の有害鳥獣による生活被害が増

加・拡大していることから、捕獲業務等を実施する。

　1　大草谷津田いきものの里事業の推進　　

　2　谷津田の保全推進（保全区域の拡大） 拡 充

　3　自然保護ボランティアの育成

　4　有害鳥獣等の捕獲

自 然 保 護 対 策 13,481 13,448

環境局　環境保全部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

環
　
境
　
保
　
全
　
課

環 境 保 全 対 策 75,411 30,042

県　費 30,060 繰入金 1,135

市　費 44,216

県　費 75 諸収入 598

市　費 12,808
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（単位：千円）

課
名

備 考

環境局　環境保全部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　ＰＲＴＲ法に基づき、事業者が取り扱う化学物質の

排出量・移動量を把握する。

　また、内分泌かく乱化学物質などについて調査を行

う。

　　河川の水質に係る内分泌かく乱化学物質などの

　実態調査

（ ）

　公害健康被害補償制度に基づく各種事業を行う。

　1　補償給付支給

　2　公害保健福祉

 　　　指定施設利用転地療養

　3　健康被害予防

 　    ぜん息児水泳教室

（ ）

　水環境保全計画に基づき、水辺周辺における生物の

生息・生育環境の保全や親しみのもてる水辺の創出を

目指して各種事業を実施する。

　1　坂月川ビオトープの管理・運営

　2　河川浄化実践活動

　3　水生生物調査

　4　水環境調査

　5　排水路浄化施設維持管理

（ ）

　大気汚染防止法､悪臭防止法の規定に基づき､工場・

事業場の規制・指導を行うとともに、大気環境中のベ

ンゼンなどの有害大気汚染物質の環境調査を行う。

  また、大気・水質監視テレメータシステムによる常

時監視については、平成24年度から測定局の統廃合計

画に基づく新たな監視体制により監視を行うとともに

これらの設備機器の維持管理などを行う。

  さらに､ＰＭ2.5自動測定機の整備については、平成

24年度に目標としていた9局の整備を完了する。

　1　工場・事業場への立入検査

　2　ベンゼン等有害大気汚染物質環境調査

　3　大気汚染測定機器保守管理

　4　ＰＭ2.5自動測定機の整備 拡 充

市　費 1,254

公 害 健 康 被 害 者 救 済 454,954 465,621

国  費 10,176 県　費 3,327

諸収入 434,467 市　費 6,984

環
境
保
全
課
・
環
境
規
制
課

水 環 境 保 全 対 策 21,527 23,351

諸収入 900

環
　
境
　
保
　
全
　
課

化 学 物 質 対 策 1,596 1,986

国  費 342

市　費 20,627

環
　
境
　
規
　
制
　
課

大 気 汚 染 悪 臭 対 策 99,245 112,783

諸収入 7 市　債 12,000

市　費 87,238
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（単位：千円）

課
名

備 考

環境局　環境保全部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　水質汚濁防止法の規定に基づき、工場・事業場の規

制・指導を行うとともに、河川を含む公共用水域につ

いて水質などの監視測定を行う。

　1　工場・事業場への立入検査

　2　公共用水域水質調査及び流量調査

（ ）

　騒音規制法、振動規制法の規定に基づき、工場・事

業場や建設工事から発生する騒音・振動の規制・指導

を行うとともに、自動車騒音などの監視測定を行う。

　また、羽田空港への着陸機の航空機騒音測定を行う

とともに、騒音軽減について関係自治体と協議し、軽

減策の実施を国土交通省へ求めていく。

（ ）

繰入金 諸収入

　土壌汚染対策法に基づき、工場跡地等に対する土壌

汚染対策を推進するほか、汚染された地下水への対応

として上水道配水管布設費及び浄水器設置費の補助を

行うとともに、上水道給水装置の設置費融資制度につ

いて上水道給水申込金及び浄水器設置費を新たに貸付

対象に追加し、利子の全額を助成する。

　また、ビル用水法、千葉市環境保全条例の規定に基

づく地盤沈下対策を推進する。

　1　上水道配水管布設費補助

　2　浄水器設置費補助

　3　上水道給水装置設置等資金融資 拡 充

　4  地下水浄化施設の維持管理及び施設撤去

　5  地下水・地盤沈下監視測定

（ ）

諸収入

　自動車公害防止計画に基づき、低公害な自動車の普

及促進及びエコドライブを推進するほか、次世代自動

車の普及策の検討や自転車利用を促進する。

　　天然ガス及びハイブリッドのバス・トラック

　などの導入費助成

8,869

市　費 9,632

環
　
境
　
規
　
制
　
課

水 質 汚 濁 対 策 9,632

騒 音 ・ 振 動 対 策 7,698 7,611

市　費 7,698

自 動 車 公 害 対 策 7,241 7,991

地 下 水 ・ 土 壌 汚 染 対 策 138,157 48,040

22,982 7,500

7 市　費 7,234

市　費 107,675
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　

　焼却ごみの削減を推進するため、市民及び事業者に

向け積極的・効果的なＰＲ活動を展開する。

　1　ちばルール協定店と連携したごみ減量ＰＲ

　2　若年層へのＰＲ

　3　ごみ分別スクール

　4　小学生によるごみ出しチェック隊「ヘラソーズ」

（ ） 拡 充

　生ごみの減量・再資源化を推進する。

　1　生ごみ分別収集特別地区事業

　2　家庭用生ごみ減量処理機購入費補助

　3　家庭用生ごみ肥料化容器購入費補助

（ ）

繰入金 諸収入

　美しい街づくりの推進と路上喫煙等防止のための施

策を推進する。

　1　美しい街づくり活動支援

　2　路上喫煙等・ポイ捨て取締り地区(4か所)の巡視

巡視員　8人

　

（ ）

他に債務負担行為 （ ）

  家庭から排出される粗大ごみの円滑な収集を推進す

る。

  また、粗大ごみ収集の効率化を図るため、現在、直

営で行っている粗大ごみ収集運搬業務の一部を民間事

業者に委託する。

　1　粗大ごみ収集運搬（中央区・美浜区） 新 規

　2　粗大ごみ収集の申し込み受付

　3　粗大ごみ処理手数料納付券製作・管理

　4　粗大ごみ処理手数料収納業務

環境局　資源循環部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

廃
　
　
棄
　
　
物
　
　
対
　
　
策
　
　
課

ごみ１／３削減普及啓発 16,292 19,801

繰入金 8,200 市 費 8,092

ご み 減 量 化 推 進 30,336 27,744

繰入金 29,365 市 費 971

市 費 71,196

144,000

美化推進・路上喫煙等防止 31,241 38,518

1,320 164

市 費 29,757 　 　

― 

収
　
　
集
　
　
業
　
　
務
　
　
課

粗 大 ご み 収 集 157,727 104,021

手数料 86,531
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（単位：千円）

課
名

備 考

環境局　資源循環部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　焼却ごみの削減に向け、家庭ごみの分別排出につい

て周知及び指導啓発を行うほか、効率的な収集を推進

する。

（ ）

　ごみステーションにおける分別収集及び集団回収を

実施し、古紙・布類の再資源化を推進する。

　1　古紙・布類分別収集

　2　集団回収補助

　3　集団回収用保管庫等の支援

（ ）

　生活排水対策として、合併処理浄化槽設置者へ設置

費の一部を助成するほか、単独処理浄化槽からの転換

費助成や蒸発散装置の設置助成により合併処理浄化槽

の設置を促進する。

合併処理浄化槽設置補助 12基

転換費補助 10基

蒸発散装置設置費補助  2基

（ ） 新 規

他に債務負担行為 （ ）

　市内唯一の最終処分場である新内陸最終処分場及び

埋立が終了した4つの最終処分場の運営維持管理につ

いて、経費削減及び増大する修繕費の平準化を目的と

し、各施設を一括して複数年度にわたり包括的に民間

委託するため、事業者選定に向けた業務を行う。

（ ）

　機能維持のため、主要設備の計画的な修繕を行う。

　修繕箇所

　1　受入供給設備

　2　破砕圧縮設備

　3　選別設備

収
　
　
集
　
　
業
　
　
務
　
　
課

塵 芥 収 集 運 搬 2,954,531 2,972,669

諸収入 379 市 費 2,954,152

家 庭 ご み 分 別 推 進 263,776 307,420

繰入金 52,018 諸収入 5

市 費 211,753

浄 化 槽 対 策 9,812 9,694

国 費 1,862 市 費 7,950

施
　
　
設
　
　
課

最 終 処 分 場 長 期 責 任 型 7,449 8,000

運 営 維 持 管 理 市 費 7,449

4,500,000 ― 

新浜リサイクルセンター 74,000 80,000

設 備 修 繕 市　費 74,000
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（単位：千円）

課
名

備 考

環境局　資源循環部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　産業廃棄物の不法投棄・野外焼却などの不適正処理

の抑制を図る。

　1　不法投棄監視カメラの増設　1台→5台 拡 充

　2　民間警備会社による監視パトロールの実施

産
業
廃
棄
物
指
導
課

不 法 投 棄 等 監 視 15,435 10,395

市 費 15,435
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

　海外からの企業立地の促進や外客誘致を推進するた

め、海外向けの広報ビデオを制作する。

千葉市の概要、企業誘致、観光PRのビデオ制作

（日本語、英語、中国語、韓国語版制作）

（ ） 新 規

　新たな観光需要の創出や市民の健康増進を図るため、

市内におけるサイクルツーリズムを推進する。

　1　自転車愛好者等へのアンケートによるコース調査

　2　関係機関、関係団体との意見交換

（ ） 新 規

　国際会議を積極的に市内へ誘致し、地域経済の活性

化、千葉市の知名度向上などを図るため、国際会議の

主催者に対し、その開催に要する経費の一部を助成す

る。

　1　対象：会議参加者100人以上の国際会議

　2　限度額：500万円

（ ）

　市内企業の活性化と外資系企業の立地を促進するた

め、姉妹・友好都市のヒューストン市、天津市、呉江

市との経済交流を推進する。

市内企業向け海外進出セミナー開催 新 規

姉妹・友好都市からの企業訪問団受入、商談会開催 新 規

（ ） 拡 充

　税源の涵養や雇用創出を図るため、補助対象の拡大

や市民雇用奨励補助の新設など、企業立地促進補助制

度を拡充し、企業の立地を促進する。

企業立地促進助成　新規3社、継続6社

経済農政局　経済部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

経
　
　
　
済
　
　
　
企
　
　
　
画
　
　
　
課

海 外 広 報 用 ビ デ オ 制 作 3,000 ― 

市　費 3,000

サイクルツーリズムの推進

市　費 5,000

国 際 経 済 交 流 の 推 進 2,298 1,347

市　費 2,298

100 ― 

市　費 100

国 際 会 議 助 成 制 度 5,000 ― 

企 業 立 地 の 促 進 118,056 325,548

市　費 118,056
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（単位：千円）

課
名

備 考

経済農政局　経済部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　科学都市戦略事業方針に基づき、行政・企業・市民

団体などが実施する科学関連事業の効果的な推進を図

る。

　1　科学アドバイザー等との意見交換

　2　市内の科学関連事業の周知

（ ）

　千葉県と共同で、幕張新都心の持つ魅力を高めるた

め、効果的かつ実現可能性の高い事業として、街なか

及び海辺などの利活用の検討を行う。

（県市各1/2負担）

（ ）

　千葉みなと駅前旅客船さん橋の整備に合わせ、千葉

港を起点とする海上交通ネットワークの需要を把握す

るため運航実験を実施するとともに、港のＰＲやその

周辺地域の活性化を図るため、千葉みなと駅前や港湾

緑地に観光情報案内板などを整備する。

　1　千葉港海上交通運航実験

　　(1)高速ジェット船を活用した運航実験

　　(2)商品化企画クルーズ

　2　千葉みなと情報提供施設整備

（ ）

　市民に潤いと憩いの場を提供し、郷土意識の高揚と

地域経済の活性化を図るため、千葉市民花火大会を開

催する。

（ ）

　千葉大学亥鼻キャンパス内に設置された大学連携型

起業家育成施設（千葉大亥鼻イノベーションプラザ）

の運営を支援する。

　1　インキュベーションマネージャーの配置

　　 2名を配置し､入居者に対する支援及び医療・福

　 祉分野における産学連携を促進する。

　2　賃料補助

　　 入居者の賃料の一部を助成する。

経
　
　
　
済
　
　
　
企
　
　
　
画
　
　
　
課

科 学 都 市 戦 略 の 推 進 169 307

市　費 169

幕張新都心魅力向上基礎調査 5,000 5,000

県　費 2,500 市　費 2,500

千 葉 市 民 花 火 大 会 開 催 16,000 16,000

市　費 16,000

大学連携型起業家育成施設 35,345 37,273

千葉中央港地区まちづくりの 3,750 1,350

推 進 （ 運 航 実 験 等 ） 国　費 2,159 市　費 1,591

支 援 市　費 35,345
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（単位：千円）

課
名

備 考

経済農政局　経済部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　新事業の創出や経営革新を促進するための、本市産

業支援施策の中心的な実施機関である千葉市産業振興

財団の実施する各種施策に係る費用を助成する。

　1　インキュベート施設の新設 新 規

　　 ビジネスアイデアの段階から､1人でも比較的容

　 易に起業でき、従来のビジネススタイルと異なる

　 企業形態にも対応できるよう、フリースペースの

　 インキュベート施設を整備する。

　2　産業振興財団事業費等補助

　　(1)経営・技術支援事業

　　　 専門家派遣、認証取得支援　他

　　(2)交流促進事業

　　　 産学共同研究支援、ベンチャーカップ　他

　　(3)販路拡大支援事業

　　　 ベンチャー企業販路開拓支援 新 規

　3　勤労者福祉サービスセンター運営補助

　　 千葉市内の中小企業で働く勤労者などの福祉向

　 上のための福利厚生事業を実施する千葉市勤労者

　 福祉サービスセンターに対し、管理運営費の補助

　 及び融資あっせん事業に対する貸付を行う。

　　(1)生活安定事業

　　(2)共済給付事業

　　(3)健康増進事業

　　(4)厚生事業

　4　ビジネス支援センター管理運営

　　 市内産業の振興を図るため、企業の経営及び創

　 業を支援するビジネス支援センターの管理運営な

　 どを行う。

　　(1)経営及び創業に関する相談

　　(2)各種研修、講座の開催

　　(3)産業情報の収集及び提供

　　(4)会議、研修、交流などのための施設の提供

　　(5)創業者育成施設の提供

産
　
　
　
業
　
　
　
支
　
　
　
援
　
　
　
課

産 業 振 興 財 団 関 係 経 費 270,476 262,354

諸収入 25,000 市　費 245,476
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（単位：千円）

課
名

備 考

経済農政局　経済部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　雇用の安定及び促進を図るため、各種就労支援事業

を行う。

　1  合同企業説明会 新 規

　　 就職活動をスムーズに行えるように､大学1・2年

　 生（留学生含む）を対象に合同企業説明会を行う。

　2　労働相談

　3  ふるさとハローワーク

　4  キャリアカウンセリング

　5  技能功労者等表彰

（ ）

　市内中小企業者の経営基盤の確立、設備の近代化を

促進するために資金繰りの支援を行う。

　1　預託金　　314億5,000万円→　391億2,000万円

　 （融資枠3倍　943億5,000万円→1,173億6,000万円）

　2　利子補給金　9億8,300万円（年0.8%～2.0%）

　3　損失てん補金

（ ）

　中心市街地の賑わいの創出、回遊性の向上を図るソ

フト事業を、商工会議所などと連携し展開するほか、

地元主体による千葉都心イルミネーションの開催を支

援する。

（ ）

　商店街活性化のため商店街が実施する様々な事業を

支援する。

　1　商店街活性化対策

　　(1)がんばる商店街チャレンジ応援事業

　　(2)地域連携・一店逸品創出事業

　　(3)空き店舗対策事業

　2　商店街環境整備

　　(1)商店街共同施設整備事業

　　(2)商店街共同施設電気料支援事業

（ ） 特別会計

　千葉市営競輪開催

通常開催　18節　54日 記念開催　1節　4日

場外車券売場　　　3施設で発売

産
　
　
　
業
　
　
　
支
　
　
　
援
　
　
　
課

労 働 対 策 26,522 24,732

諸収入

諸収入 39,120,000 市　費 1,141,550

中 心 市 街 地 活 性 化 対 策 11,204 12,026

265 市　費 26,257

中 小 企 業 金 融 対 策 40,261,550 32,591,953

公
営
事
業
事
務
所

競 輪 13,614,978 15,019,440

事業収入 12,643,719

市　費 11,204

商 店 街 活 性 化 対 策 27,719 30,119

財産収入 435,359

繰入金 80,000 諸収入 455,900

市　費 27,719
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　認定農業者の確保・育成を図るため、経営改善の支

援を行う。

　また、新たな農業の担い手の確保を図るため法人等

農業参入支援会議により、法人などの農業参入の支援

を行う。

（ ）

　農業者と地域住民が取り組む、農村環境を保全管理

する共同活動や、農業用施設の長寿命化のための保全

活動を支援する。

（ ）

　農地の有効利用と農業経営の安定を図るため、認定

農業者や法人経営体などへの農地の利用集積を行う。

　また、農地の利活用を推進するため、市ホームペー 新 規

ジに「遊休農地情報」を掲載し、耕作希望者へ情報を

提供する。

（ ）

　「農業と都市の調和のとれた合理的な土地利用計画」

（ ）

　農業生産性の向上と農業労働力の軽減を図るために、

　　かんがい排水対策

（ ）

　農業生産性の向上と農村生活環境の改善を図るため

に、農道整備を行う。

　　舗装

経済農政局　農政部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

農
　
　
　
　
　
　
政
　
　
　
　
　
　
課

農業経営基盤強化促進対策 592 690

諸収入 470 市　費

農 用 地 利 用 増 進 3,500 3,980

市　費 3,500

122

農地・水保全管理支払交付金 2,844 3,276

県　費 95 市　費 2,749

農
　
業
　
環
　
境
　
整
　
備
　
課

緑 農 住 区 土 地 基 盤 整 備 3,000 10,000

市　債 3,000

の実現を図るため、住区整備を推進し、道路整備など

の支援を行う。

農業用井戸揚水機改修などの助成を行う。　

農 道 整 備 10,161 12,754

市　債 8,000 市　費 2,161

土 地 改 良 整 備 2,466 2,816

市　費 2,466

         630m

-62-



（単位：千円）

課
名

備 考

経済農政局　農政部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　都市汚水の排水被害から農作物及び農地の保全を図

るために、農業用用排水路整備及び水源用井戸の電気

料金の助成を行う。

　1　農業用用排水路整備

　2　宇那谷町冠水対策

　3　ため池等緊急整備

　4　農業用水源対策

井戸 164本　　38団体

（ ） 特別会計

　農業用用排水及び公共用水域の水質保全と良好な農

う。

　　農業集落排水施設管理など

（ ） 拡 充

　農業従事者の高齢化や、農業後継者の不足が課題と

なっていることから、新たに農業を志す者に対し、農

業に必要な技術や経営方法などの研修を行い、新規就

農者を確保・育成する。

　また、就農後の定着を図るため、国の給付金を活用

する。

（ ） 拡 充

　次代を担う農業生産の担い手として成長するよう支

援する。

　1　定年帰農者などを対象とした農業研修

　2　農業後継者対策資金の対象年齢と貸付限度額な

　 どを拡充し、借入者に対する利子補給や研修費を

 　助成する。

対象年齢　35歳以下→55歳以下

限度額　　750万円→1,800万円

市　債 12,000

市　費 9,883

農 業 集 落 排 水 475,018 465,273

農 業 用 用 排 水 路 整 備 32,132 13,781

諸収入 10,249

農
　
政
　
セ
　
ン
　
タ
　
ー

新 規 就 農 の 推 進 17,000 8,100

県　費 9,000 市　費

分担金 1,935 使用料 61,937

繰入金 407,131 諸収入 4,015

農
　
業
　
環
　
境
　
整
　
備
　
課

8,000

農 業 後 継 者 対 策 1,093 1,301

市　費 1,093

村生活環境の維持を図るために、施設の維持管理を行
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（単位：千円）

課
名

備 考

経済農政局　農政部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 拡 充

　「里山地区」として指定した斜面林などを、市民参

加により保全管理する。

　また、新たに「里山地区」を指定し、整備するとと

もに、森林ボランティア団体に対する助成制度を創設

し、里山地区の命名権スポンサーの募集を行う。

里山地区　3か所→4か所

（ ） 拡 充

　ハクビシンなどによる農作物被害を軽減し、農業経

営の安定化を図る。

　また、処分費について、農家からの要望に応え、農

家負担を廃止する。

処分頭数　20頭

補助率　　1/2→3/4　　

（ ）

　農業の振興と地域の活性化を図るため、農村地域の

持つ豊かな自然環境など地域資源を活用し、都市部と

農村部との交流を促進する。

都市農業交流センター管理運営　3か所

（ ）

　農業従事者の高齢化や農業後継者不足などによる労

働力の不足に対し、都市住民などを農業従事者として

確保する。

　また、新たに農業ボランティア制度を導入し、安定 新 規

した経営に向け支援する。

（ ）

　森林の保全育成を図り、森林の持つ多面的機能を高

めるため、優良な森林の整備を推進するほか、市民参

加による森林整備を行う。

（ ）

　農業生産性の向上と農業所得の増大を図るため、必

要な資金を借入する認定農業者などに対して利子補給

を行う。

285

いずみグリーンビレッジ 53,174 56,831

市　費 53,174

農
　
政
　
セ
　
ン
　
タ
　
ー

里 山 の 保 全 推 進 5,284 1,472

市　費 5,284

有 害 鳥 獣 対 策 285 190

市　費

県　費 3,345 市　費 9,031

農 業 金 融 対 策 805 740

農 業 版 ハ ロ ー ワ ー ク 247 189

市　費 247

森 林 振 興 対 策 12,376 14,125

市　費 805
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（単位：千円）

課
名

備 考

経済農政局　農政部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　市民が気軽に農業に親しめる場を提供するため、観

光農園、市民農園の整備を支援するとともに、花きな

どの消費拡大を推進する。

　1　観光農園の身障者用トイレの設置 1か所

　2　市民農園設置　　 2か所

　3　千葉県フラワーフェスティバル負担金

（ ）

　農業者・農業者団体が地域の販売戦略に基づき自主

的・主体的な需給調整により米作りができるよう構造

改革を推進する。

　　平成24年度米の需要量　　　　3,770t

（ ）

　耕作されていない農地を休耕化させないよう管理し、

農地資源を保全する。

　　対象面積　　80a　→　72a

（ ）

　都市農業として生産性の高い農業経営を確立するた

め生産近代化機械施設の整備に助成する。

　1　イチゴ高設栽培施設一式 867㎡

　2　ニンジン自動重量選別機 1台

（ ）

　環境への負荷の軽減に配慮した持続的な農業を実現

するため、堆肥の活用など土づくりを基本とした環境

保全型農業を推進する。

　1　土壌診断

　2　環境保全型農業直接支援 1,030a

　3　生産流通対策（フェロモントラップの導入）

　4　園芸用廃プラスチック処理対策

農
　
政
　
セ
　
ン
　
タ
　
ー

都 市 農 業 対 策 1,460 1,360

市　費 1,460

休 耕 農 地 整 備 324 360

市　費 324

農 業 生 産 団 地 育 成 14,400 11,911

水 田 農 業 構 造 改 革 対 策 6,475 1,820

県　費 5,687 市　費 788

諸収入 16 市　費 14,384

環 境 保 全 型 農 業 推 進 5,061 6,212

県　費 605 市　費 4,456
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（単位：千円）

課
名

備 考

経済農政局　農政部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　新鮮で安心な市内産農産物を市民に安定的に供給す

るため、生産者認証制度の普及啓発を引き続き行う。

　1　地産地消キャンペーン

　2　生産者出張授業　　4回開催

（ ）

　野菜価格が低落したときに、生産者の生産意欲の向

上を図るため、補償金を交付するとともに、市内市場

への新鮮な野菜の計画的な供給を促進する。

　1　野菜価格安定対策

　　 対象品目　キュウリ他18品目

（42対象期間）

　2　野菜生産出荷安定対策

     対象品目　春夏ニンジン他5品目

農
　
政
　
セ
　
ン
　
タ
　
ー

地 産 地 消 推 進 318 354

市　費 318

流 通 体 制 確 立 対 策 12,874 10,594

市　費 12,874
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 特別会計

　生鮮食料品の安定供給の中核的拠点としての役割を

果たすため、市場内における公正な取引及び価格形成

の適正化と流通の円滑化を図るとともに、市場の運営

施設の維持管理を行う。

経済農政局　中央卸売市場

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

中
央
卸
売
市
場

中 央 卸 売 市 場 運 営 1,090,711 1,095,415

事業収入 495,925 財産収入 10,980

繰入金 333,912 諸収入 249,894
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

　ＪＲ東日本が進めている千葉駅駅舎・駅ビル建替え

に合わせ、モノレール千葉駅との乗り換えの利便性や

駅周辺の回遊性の向上を図るため、連絡通路などの設

計を行う。

（ ） 新 規

　新たな都市計画マスタープランの策定に向け、社会

情勢の変化などに対応した今後の都市づくりの基本的

な考え方である集約型都市構造への転換に向けた検討

を行う。

（ ） 新 規

　モノレール駅のバリアフリー化を進めるため、多機

能トイレを整備する。

　都賀駅（工事）

　千城台駅（設計）

（ ）

　千葉都市モノレール㈱が行う新型車両の購入に対し

て、国の制度を活用し、助成する。

（ ）

　市民の安全を確保するため、国と協調して、京成千

葉駅場内の耐震補強に助成する。

（ ）

　市民の身近な足としてバス交通を維持・確保する。

　コミュニティバスの運行

さらしなバス、おまごバス、いずみバス

31,000

都市計画マスタープランの 6,000 ― 

見 直 し 市　費 6,000

都市局　都市部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

都
　
市
　
計
　
画
　
課

ＪＲ千葉駅建替えの促進 62,000 ― 

国　費 31,000 市　債

1,215

都市モノレール車両購入補助 82,000 140,000

国　費 45,100 市　費 36,900

交
　
通
　
政
　
策
　
課

多 機 能 ト イ レ の 整 備 10,000 ― 

（ 都 市 モ ノ レ ー ル ） 国　費 4,785 市　債 4,000

市　費

バ ス 運 行 推 進 39,259 39,031

市　費 39,259

鉄 道 駅 耐 震 補 強 33,334 33,333

市　費 33,334
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（単位：千円）

課
名

備 考

都市局　都市部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 新 規

　旅客船さん橋関連施設用地の確保のため、さん橋予

定地に面した土地とこれに近接する市有地について交

換の検討を行う。

（ ）

　中心市街地の活性化や回遊性の向上を図るため、周

辺の観光資源、商店街活動、市民イベントなどの情報

発信や支援を行うほか、弁天地区において、案内板を

整備する。

（ ）

　地区計画など市民の参加と協働によるまちづくりを

促進するため、アドバイザー派遣などの支援や公開講

座を行う。

（ ） 新 規

　液状化対策を推進するため、液状化対策事業調査や

液状化対策推進委員会の開催などを行う。

（ ）

　組合の総会の議決により千葉市分の賦課金を支払う。

市有地 約6,700㎡

（ ） 特別会計

　検見川・稲毛地区土地区画整理事業の推進のため、

建物移転及び道路舗装工事などを行う。

　建物移転 戸

　造成工事 ㎡

　道路舗装工事 ㎡

31,402

｢やってみようよまちづくり｣ 840 900

支 援 市　費 840

ま
　
ち
　
づ
　
く
　
り
　
推
　
進
　
課

千葉中央港地区まちづくり 2,500 ― 

市　費 2,500

中 心 市 街 地 活 性 化 支 援 31,402 41,533

市　費

― 

市　費 27,203

検
見
川
稲
毛
土
地
区
画
整
理
事
務
所

検 見 川 ・ 稲 毛 地 区 245,723 374,829

土 地 区 画 整 理 事業収入 10,001

市
　
街
　
地
　
整
　
備
　
課

液 状 化 対 策 推 進 12,390 ― 

国　費 6,195 市　費 6,195

南部蘇我土地区画整理組合 27,203

換地清算金
収　　　入 2,743 市　債 123,000

5

1,500

国　費 42,560

繰入金 67,412 諸収入 7

2,140
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（単位：千円）

課
名

備 考

都市局　都市部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　寒川第一土地区画整理事業推進のため、建物移転

及び道路築造などを行う。

　建物移転 戸

　都市計画道路築造工事 ｍ

　下水道管布設工事　 ｍ

（ ）

　東幕張土地区画整理事業の推進のため、建物移転

及び道路築造などを行う。

　　　建物移転 戸

　仮設住宅新築工事 棟

　都市計画道路築造工事 ｍ

　区画道路築造工事 ｍ

　街区整地工事 ㎡

（ ） 特別会計

　再開発事業の推進のため、引き続き再開発ビル（Ａ

棟）の建築を進めるとともに、駅前広場などの公共施

設整備を行うほか、Ｂ棟敷地の有効活用について検討

を行う。

　Ａ棟建築（延床面積）

Ａ1棟　地下1階地上11階 　約10,560㎡

Ａ2棟　地下1階地上13階    約8,999㎡

Ａ3棟　地上11階　　　　   約6,030㎡

　Ｄデッキ桁製作 ｍ

　電線共同溝整備工事 ｍ

　Ｂ棟敷地面積 ㎡

（ ）

　千葉港黒砂台線の供用開始に向けて、案内標識設置

や電線共同溝工事などを行う。

　案内標識設置 基

　電線共同溝整備工事 ｍ

101,000 市　費 38,905

2

68

寒
川
土
地
区
画
整
理
事
務
所

寒 川 第 一 土 地 区 画 整 理 201,312 231,905

国　費 61,400 諸収入 7

市　債

276,000 市　費 172,207

6

62

東
幕
張
土
地
区
画
整
理
事
務
所

東 幕 張 土 地 区 画 整 理 696,564 299,862

国　費 248,350 諸収入 7

市　債

2

120

298

4,300

西
口
再
開
発
事
務
所

千葉駅西口地区市街地再開発 2,442,170 606,263

国　費

56

180

3,190

千 葉 港 黒 砂 台 線 整 備 13,352

438,490 繰入金 1,947,680

市　債 56,000

2

7

270,000

国　費 5,080 市　債 7,000

市　費 1,272
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

他に債務負担行為 （ ）

　東日本大震災により被害を受けた住宅の建替、補修

などに必要な資金を金融機関から借り入れる場合、利

子の一部を補給する。

（ ） 拡 充

　地震時の住宅の耐震性向上を図るため、旧耐震基準

の木造住宅や分譲マンションの耐震診断及び耐震改修

費用の一部を助成するものであり、うち分譲マンショ

ンの耐震改修については、今年度より助成対象とする。

　1　耐震診断　木造住宅：100戸、マンション：1棟

　2　耐震改修　木造住宅：設計50戸、工事50戸

 　　　　　　　マンション：設計1棟

（ ）

　民間賃貸住宅入居支援制度により高齢者などが民間

賃貸住宅に入居する際、保証人の確保が困難で、債務

保証会社を利用する場合に保証料の一部を助成する。

　助成件数　　　　　 5件

（ ）

　分譲マンションの再生の検討を進める管理組合に対

し、活動経費の一部を助成する。

　助成件数　　　　　 5件

（ ）

　特定優良賃貸住宅の入居者に中途入居者負担額差額

助成などの家賃助成を行う。

（ ）

他に債務負担行為 （ ）

　安全で安心な持ち家の取得を推進するため、耐震性

が务る住宅などを建替え、又は新規に購入する方に、

住宅ローンの利子の一部を補給する。

市　費 2,652

20,000 ― 

都市局　建築部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

住
　
宅
　
政
　
策
　
課

東 日 本 大 震 災 被 災 者 5,302 ― 

住 宅 建 築 資 金 利 子 補 給 県　費 2,650

高齢者等賃貸住宅居住支援 120 120

（民間賃貸住宅入居支援） 国　費 60 市　費 60

耐 震 診 断 ・ 改 修 助 成 38,268 14,552

国　費 19,067 市　費 19,201

特定優良賃貸住宅家賃補助 374,437 390,300

国　費 104,256 諸収入 3

分譲マンション再生合意形成 1,250 1,000

支 援 国　費 625 市　費 625

市　費 270,178

住 宅 建 築 資 金 利 子 補 給 1,632 1,733

市　費 1,632

2,491 2,491
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（単位：千円）

課
名

備 考

都市局　建築部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　アスベストによる健康被害を予防するため、建築物

の所有者などが行う吹き付けアスベストの調査や除去

などの費用の一部を助成する。

　分析調査　　 6棟

　除去工事等　 1棟

（ ）

　密集住宅市街地の改善に向け、既存道路の拡幅整備

に係る測量・設計(予備設計)を行う。

（ ） 新 規

　用途廃止団地の入居者の移転先として、既存民間賃

貸住宅を市営住宅として借り上げる。

　戸数 戸

（ ） 新 規

　市営住宅入居者の利便性や住宅使用料収納率の向上

を図るため、住宅供給公社窓口で、キャッシュカード

により容易に口座振替手続きができるサービスを導入

する。

（ ）

　建物の機能を維持するため、修繕を行う。

　計画修繕

　　外壁改修 2 団地

　　防水改修 4 団地

　　給水管改修 1 団地

　　浴槽・風呂釜の設置等 8 戸

　　住戸内手すり設置 戸

　空家修繕 戸

　一般修繕 件

　特定修繕

　　給湯器の交換 2

　　住戸内天井改修 1

　　排水管調査 3

住
　
宅
　
政
　
策
　
課

ア ス ベ ス ト 対 策 助 成 1,629 1,629

国　費 1,100 市　費 529

住 環 境 整 備 10,000 2,000

国　費 5,000 市　費 5,000

市 営 住 宅 の 修 繕 664,417 655,317

住
　
宅
　
整
　
備
　
課

既 存 民 間 賃 貸 住 宅 借 上 12,924 ― 

使用料 12,194 国　費 730

14

口座振替窓口受付サービス

使用料 433,163 国　費 111,254

諸収入 30,000 市　債 90,000

789 ― 

使用料 789

125

250

1,832

団地

団地

団地
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（単位：千円）

課
名

備 考

都市局　建築部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　既設市営住宅の駐車場を有料化するため、区画線な

どの表示を行う。

　対象団地 7 団地

（ ）

　住宅に困窮する低額所得者に生活の場を提供するた

め、老朽化した市営住宅の建替えを行う。

　宮野木町第1団地第二期

　　造成工事 ha

　　敷地測量 ha

（ ）

1　民間賃貸住宅借上げ

　　県外被災者に住宅を提供するため、民間賃貸住宅

　を借り上げる。

　　戸数 100戸

2　エアコンの設置

　　生活環境の整備のため、県外被災者が入居する住

　宅にエアコンを設置する。

　　台数  40 台

（ ）

　幅員4ｍ未満の市道を対象に、道路の中心線から2ｍ

までの後退用地やすみ切り用地を寄付する市民に対し

後退用地内にある門塀、擁壁などの撤去、擁壁の築造

に要した費用の一部に助成金を交付するほか、すみ切

り用地の寄付に対して、奨励金を交付する。

（ ）

　建築基準法上の道路について、路線ごとの位置、種

類などを明示した指定道路調書を整備する。

住
　
宅
　
整
　
備
　
課

既設市営住宅駐車場整備 193,000 7,000

使用料 85,018 市　債 45,000

市　費 62,982 　 　

市　費 7,003

2.0

0.3

市 営 住 宅 建 替 156,393 224,193

国　費 76,390 市　債 73,000

建
築
指
導
課

狭 あ い 道 路 拡 幅 整 備 2,500 2,790

市　費 2,500

県 外 被 災 者 へ の 支 援 94,438 ― 

県　費 93,370 市　費 1,068

建
築
審
査
課

建築基準法指定道路図・調書 20,000 20,000

整 備 国　費 10,000 市　費 10,000
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

　緑が尐ない中心市街地において、うるおいのある都

市空間を創出するため、屋上や壁面の緑化に要する費

用の一部を助成する。

　助成件数：5件

（ ） 新 規

　市の花「オオガハス」は文化的・歴史的な価値を有

するため、開花60周年を契機に、千葉公園において、

オオガハスを系統保存する。

（ ）

　市街地及び周辺に残された貴重な緑地を保全するた

め、特別緑地保全地区の指定を行う。

　また、特別緑地保全地区内の用地取得を行う。

（ ）

　四季折々の花がどの街角でも見られる花のあふれる

まちづくりを推進するため、花に関する市民活動及び

そのネットワーク支援、活動リーダーの育成、花のコ

ンテスト、市民との協働による花壇管理などを行う。

都市局　公園緑地部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

緑
　
政
　
課

屋 上 壁 面 緑 化 助 成 2,500 ― 

繰入金 2,500

市の花オオガハスの系統保存

特別緑地保全地区の指定 103,600 129,800

国　費 31,720 市　債 61,000

186 ― 

繰入金 100 市　費 86

市　費 10,880

緑
政
課
／
中
央
・
稲
毛
公
園
緑
地
事
務
所

花のあふれるまちづくり推進 31,651 33,714

繰入金 15,900 市　費 15,751
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（単位：千円）

課
名

備 考

都市局　公園緑地部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　安全で快適な公園利用を維持するため、老朽化した

施設などを計画的に更新する。

　遊具交換　19公園　24基

（ ）

　ジェフユナイテッド千葉及び千葉ロッテマリーンズ

のホームタウンとしての市民意識高揚のため、市民と

チームの交流を促進する。

　千葉市デー（ジェフ、マリーンズ）

　ホームタウンふれあいフェスタ（ジェフ）

　ホームタウン尐年野球教室（マリーンズ）

（ ）

　来場者の快適性・安全性向上のため、トイレの改修

や階段への手摺設置を行う。

　トイレ4か所、コンコース階段手摺18か所

（ ） 新 規

　自然の宝庫である泉自然公園の魅力を高めるため、

野草や野鳥の解説ができるボランティアガイドを養成

する。

　野草ボランティアガイド　 9人

　野鳥ボランティアガイド　 6人

（ ）

　泉自然公園のバリアフリー化を推進するため、施設

の整備を行う。

手摺設置 95ｍ

公
　
園
　
管
　
理
　
課

身近な公園のリフレッシュ 60,000 7,000

推 進 国　費 30,000 市　債

ＱＶＣマリンフィールドの 152,900 143,000

改修(千葉マリンスタジアム) 繰入金 28,000 市　費 124,900

30,000

ホ ー ム タ ウ ン の 推 進 9,680 9,591

市　費 9,680

2,800 2,600

市　債 2,000 市　費 800

若
　
葉
　
公
　
園
　
緑
　
地
　
事
　
務
　
所

泉自然公園ボランティア 294 ― 

ガ イ ド の 養 成 繰入金 200 市　費 94

泉 自 然 公 園 の 改 修
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（単位：千円）

課
名

備 考

都市局　公園緑地部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　蘇我副都心に広域的な防災拠点機能を有した運動公

園を整備するため、都市再生機構へ負担金を支払い、

用地取得及び施設整備を行う。

（ ）

　都川多目的遊水地（千葉県整備）を活用し、緑と水

辺のふれあいの場となる総合公園の整備を推進するた

め、用地取得を行うとともに、供用済の小川・田んぼ

エリアにて、稲作体験講座などを行う。

（ ）

　未整備エリアである緑園ゾーンの市民への開放を進

めるため、市民ボランティアとの協働作業による緑園

づくり（散策路や休憩場所づくり）を行う。

（ ）

　日常的なレクリエーションの場の確保などを図るた

め、身近な公園を整備する。

　

　中西町公園（仮称） 施設整備

（ ） 特別会計

　動物公園の充実を図るため、施設の改修を行う。

　汚水処理場改修

　受変電設備高圧受電ケーブル交換修繕

16,310 市　債 32,000

市　費 2,417

花 島 公 園 整 備 400 226

公
　
園
　
建
　
設
　
課

蘇 我 ス ポ ー ツ 公 園 整 備 526,000 526,000

市　債 526,000

都 川 水 の 里 公 園 整 備 50,727 48,487

国　費

市　費 400

街 区 公 園 の 整 備 25,845 ― 

国　費 12,250 市　債 12,000

動
　
物
　
公
　
園

動 物 公 園 改 修 72,000 ― 

市　債 72,000

市　費 1,595
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　市民生活に密着した道路などの補修や清掃を行い、

安全で快適な道路環境を維持する。

（ ）

　未舗装の生活道路を安全で快適に利用できるよう、

舗装の新設を行う。

　浜野町113号線 他12路線 延長　   950ｍ

（ ）

　舗装の务化が進行した道路を安全で快適な状態で利

用できるよう、舗装の改良を行う。

　1　国道

　　　国道126号 延長　   440ｍ

　2　県道

　　　千葉船橋海浜線 他9路線 延長　 2,520ｍ

　3　市道

　　　寒川町30号線 他53路線 延長　11,420ｍ

（ ）

　雨天時の道路排水機能の確保と生活環境の向上のた

め、側溝の新設を行う。

　大宮町154号線 他12路線 延長　 1,530ｍ

（ ）

　排水施設の老朽化などによる排水機能の低下防止や

道路幅員の有効活用のため、側溝の改良を行う。

　弁天31号線 他57路線 延長　 6,365ｍ

1,836,876

舗 装 新 設 59,900 72,808

市　債 55,000 市　費 4,900

建設局　土木部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

維
持
管
理
課
、

中
央
・
美
浜
土
木
事
務
所
、

花
見
川
・
稲
毛
土
木
事
務
所
、

若
葉
土
木
事
務
所
、

緑
土
木
事
務
所

道 路 維 持 1,837,712 1,846,410

諸収入 836 市　費

舗 装 改 良 1,281,400 1,113,208

市　債 1,244,000 市　費 37,400

側 溝 改 良 538,300 610,061

市　債 514,000 市　費 24,300

側 溝 新 設 97,400 114,423

市　債 89,000 市　費 8,400
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（単位：千円）

課
名

備 考

建設局　土木部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

1　歩道の整備

　　歩行者の安全を確保するため、通学路などに歩道

　の設置を行う。

 　  千葉川上八街線 用地取得　1,250㎡

 　  穴川天戸線 測量他

2　歩道の改良

  　歩道の段差解消や視覚障害者誘導用ブロックを設

　置し、歩道のバリアフリー化を行う。

　 　都賀駅大草町線他 段差解消　　185か所

3　交差点の改良

  　交通事故が多発している箇所の安全を図るため、

　交差点の改良又は改善を行う。

　(1)県道

　　　穴川天戸線 工事延長　  312ｍ

　　　千葉大網線 用地取得　  265㎡

　(2)市道

　　　宮野木町42号線 工事延長　  450ｍ

用地取得　   58㎡

　　　新町若松町線 工事箇所　  1か所

4　踏切道の安全対策

　　踏切事故防止のため､踏切内に歩道の設置を行う｡

 　　大網街道踏切 測量他

5　交通安全施設の充実

　　道路利用者の安全性・快適性の向上及び交通の円

　滑化を図るため、道路照明灯や道路案内標識の設置

　を行う。

　(1)国道

　　　安全施設設置（区画線設置・防護柵設置他）

　(2)県道

　　　道路照明灯  2基

   　 安全施設設置（区画線設置・防護柵設置他）

　(3)市道

   　 道路照明灯 13基

   　 道路案内標識  3基

   　 地点名標識  6か所

　　　安全施設設置（区画線設置・防護柵設置他）

維
持
管
理
課
、

中
央
・
美
浜
土
木
事
務
所
、

花
見
川
・
稲
毛
土
木
事
務
所
、

若
葉
土
木
事
務
所
、

緑
土
木
事
務
所

交 通 安 全 施 設 整 備 657,000 589,913

国　費 62,150 市　債 554,000

市　費 40,850
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（単位：千円）

課
名

備 考

建設局　土木部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　安全で快適な歩行空間の確保、防災機能及び都市景

観の向上を図るため、電線類の地中化を行う。

　1　県道

　　穴川天戸線　 引込・連系管路工事委託

　 　（穴川地区） 延長     760ｍ

　2　市道

　　千葉港5号線　引込・連系管路工事委託

　 　（問屋町地区） 延長     600ｍ

（ ）

　震災時の緊急輸送道路の交通の確保と二次災害防止

のため耐震補強を行うとともに、橋梁長寿命化修繕計

画に基づき、橋梁の修繕などを行う。

　1　耐震補強対策 今井陸橋 他6橋

　2　橋梁補修 今井陸橋 他27橋

（ ）

　千葉外房有料道路誉田区間を平成19年度から無料通

行とする協定に基づき、千葉県道路公社へ費用を負担

する。

　債務負担行為の限度額　1,200,000千円

　債務負担行為の期間　　平成19年度～平成34年度

（ ）

　私道利用者の生活環境の向上を図るため、舗装及び

排水施設整備を行う者に対して経費の一部を助成する。

（ ）

　幅員4ｍ未満の道路を対象に､すみ切り用地の寄付に

伴う奨励金及び拡幅用地内の障害物撤去などへの助成

を行うとともに、寄付用地の舗装などを行う。

維
持
管
理
課
、

中
央
・
美
浜
土
木
事
務
所
、

花
見
川
・
稲
毛
土
木
事
務
所
、

若
葉
土
木
事
務
所
、

緑
土
木
事
務
所

電 線 共 同 溝 整 備 55,000 139,500

国　費 28,600 市　債 23,000

市　費 605,070

千葉外房有料道路利用促進 100,000 100,000

市　費 3,400

橋 梁 の 整 備 1,386,270 1,528,370

国　費 420,200 市　債 361,000

市　費 10,000

狭 あ い 道 路 拡 幅 整 備 17,600 19,600

市　費 100,000

私 道 整 備 助 成 10,000 10,000

国　費 8,500 市　債 8,000

市　費 1,100
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（単位：千円）

課
名

備 考

建設局　土木部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　道路管理の基礎となる道路台帳の内容修正を行うと

ともに、データをデジタル化し道路管理システムに入

力して管理する。

　1　新認定及び区域変更などに伴う道路台帳修正

　2　区域線測量

（ ） 新 規

　自転車走行環境整備計画などを策定するとともに、

自転車レーンなどの整備を推進する。

　1　自転車走行環境マップ作成及び整備計画の策定

　2　自転車レーンの整備

実施設計

整備工事 延長   1,700ｍ

（ ）

　放置自転車対策を実施するとともに、自転車駐車場

立体化のため、実施設計などを行う。

　1　蘇我駅第５自転車駐車場整備

実施設計　　　１か所

　2　放置自転車対策（緊急雇用創出事業）

放置指導員　　34人/日

路
　
政
　
課

道 路 台 帳 整 備 60,500 73,950

市　費 60,500

自
 
転
 
車
 
対
 
策
 
課

自 転 車 走 行 環 境 の 整 備 44,000 ― 

国　費 22,000 市　債 16,000

市　費 6,000

市　債 11,000 市　費 2,000

放 置 自 転 車 対 策 78,193 121,259

手数料 6,666 県  費 58,527
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建設局　道路部 （単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

1　県道

　　都市活動の円滑化・効率化を図る環状道路及び周

　辺市町や市内各拠点間の連携強化を図る放射道路の

　整備を進める。

 　　浜野四街道長沼線（大井戸工区）

橋梁下部工事（橋脚３基、橋台杭）他

用地取得 ㎡

 　　浜野四街道長沼線（更科工区）

道路整備工事 延長 ｍ

　　 千葉鎌ヶ谷松戸線

用地取得 ㎡ 補償 件

 　　穴川天戸線（亥鼻橋）

用地取得 ㎡ 補償 件

橋梁詳細設計他

2　市道

　　市域内のアクセスを強化する道路の整備や、快

　適な生活環境への改善を目指し地域の実情にあった

　生活道路の整備を進める。

　　 仁戸名町古市場町線

道路整備工事 ｍ

 　　三角町柏井町線（柏井橋）

用地取得 ㎡ 補償 件

 　　横戸町23号線

待避所整備工事

用地取得 ㎡ 補償 件

 　　御殿町3号線

用地取得 ㎡ 補償 件

 　　越智町土気町線（大木戸工区）

共有地取得

　　 仁戸名町平山町線（第二工区） 他5路線

道路整備工事 延長 ｍ

用地取得 ㎡ 補償 件

　   幕張215号線 他2路線

鉄道交差部管理費 他

　　 穴川4号線 他3路線

整備工事 他

市　債 768,000 市　費 57,197

72

485

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

道
　
路
　
計
　
画
　
課
　
・
　
道
　
路
　
建
　
設
　
課
　
・
　
街
　
路
　
建
　
設
　
課

道 路 新 設 改 良 1,148,100 743,384

国　費 305,407 県　費 17,496

523 2

775 2

90 1

600 1

延長 570

4,063 4

220

2,836 6
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建設局　道路部 （単位：千円）

課
名

備 考事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　一般国道（国直轄管理区間）の道路改築などにか

かる費用を道路法第50条に基づき負担する。

　国道357号（湾岸千葉地区改良）他5路線

（ ）

　道路交通の安全を確保するため、交差点改良や歩

道の整備を進める。

  ニューサンピア千葉交差点

道路整備工事 信号機移設工事

  誉田町平山町線

交差点改良工事 信号機移設工事

　天戸町横戸町線（園生町柏井町線）

用地・路線測量 

  松波新港線

用地取得 ㎡ 補償 件

　犢橋町66号線 他3路線 

歩道整備工事他

（ ）

1　新港横戸町線

 　 内陸部と臨海部の連絡強化を図るため、穴川十字

　路から高洲問屋町線までの整備を進める。

　　 街路樹植栽・緑道整備工事他

2　塩田町誉田町線

　　誉田町において千葉大網線のバイパス的役割と本

　市の東南部方面の交通需要に対応するため、整備を

　進める。また、塩田町において千葉中環状道路とし

　て塩田区間の整備を進める。

　　 誉田町

用地取得 ㎡ 補償 件

     塩田町

用地取得 ㎡ 補償 件

3　磯辺茂呂町線（園生町）

　　放射道路を連絡し、生活道路の幹となり、交通の

　円滑化と利便性の向上を図るため、園生地区の整備

　を進める。

用地取得 ㎡ 補償 件

4　美浜長作町線

　　幕張新都心と八千代市方面への連絡強化を図るた

　め、幕張東小学校入口交差点から京葉道路武石ICま

　での整備を進める。

道路照明灯設置工事他

道
路
計
画
課

道 路 直 轄 事 業 負 担 金 700,000 700,000

市　債

39,812

103 1

700,000

道
路
計
画
課
・
道
路
建
設
課
・
街
路
建
設
課

交 通 安 全 施 設 整 備 218,500 265,000

国　費 59,688 市　債 119,000

市　費

30,300

261 2

2,742 1

街
　
路
　
建
　
設
　
課

主 要 幹 線 街 路 整 備 1,008,000 770,838

国　費 518,700 市　債 459,000

市　費

175 3
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建設局　道路部 （単位：千円）

課
名

備 考事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

1　幕張町弁天町線（弥生地区）

　　千葉都心と地区拠点を連絡する放射道路として、

　利便性の向上を図るため､弥生地区の整備を進める｡

用地取得 ㎡ 補償 件

電線共同溝工事委託(引込・連系)

2　大膳野町誉田町線

　　ちはら台と千葉大網線を接続し、交通の利便性の

　向上を図るため、整備を進める。

用地取得 ㎡ 補償 件

3　誉田駅前線（駅前広場含む）

　　駅前広場と一体的に整備することにより、駅への

　アクセス機能の充実や渋滞の緩和を図るため、整備

　を進める。

用地取得 ㎡ 補償 件

4　千葉港黒砂台線

　　新港横戸町線との交差部を改良し、交通の円滑化

　を図るため、整備を進める。

用地取得 ㎡ 補償 2 件

5　南町宮崎町線

　　地域間の連携強化及び交通の円滑化を図るため

　整備を進める。

橋梁予備設計他

（ ）

　ＪＲ誉田駅の交通結節機能を強化するため、駅北口

周辺幹線道路などの整備を進める。

  誉田町215号線

電線共同溝工事委託(引込・連系)

  誉田駅北口線

用地取得 ㎡ 補償 1 件

道路整備工事他

（ ）

　新港横戸町線の整備に伴う沿道環境対策として、公

園緑地の整備を進める。

公園・緑地整備工事他

市　費 27,050

道
　
路
　
建
　
設
　
課
　
・
　
街
　
路
　
建
　
設
　
課

幹 線 街 路 整 備 433,000 244,000

国　費 159,950

177 1

455 3

78 1

市　債 246,000

市　債 110,000 市　費 4,900

58

道
　
路
　
建
　
設
　
課

誉 田 駅 周 辺 ま ち づ く り 200,000 121,304

国　費 79,600 諸収入 5,500

102,000

市　費 600

41

街
　
路
　
建
　
設
　
課

緑 化 重 点 地 区 総 合 整 備 182,000 138,000

国　費 79,400 市　債
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　浸水被害の軽減と老朽化対策のため、排水施設の整

備及び維持管理を行う。

　1　雨水調整池の整備

宇那谷調整池

　2　幹線排水路整備

排水路の整備 延長　310ｍ

高田排水路東部支線、辺田排水路

　3　面的排水施設整備

雨水管の整備 延長　240ｍ

南生実町、犢橋町

　4　排水施設維持管理

（ ）

　浸水被害の軽減と老朽化対策のため、都市下水路の

維持管理を行う。

　1　草野水のみち護岸嵩上工事 延長　200ｍ

　2　草野水のみち護岸塗装工事 延長　125ｍ

　3　都市下水路維持管理

（ ）

　崩壊の危険性の高い崖地から市民の生命を保護する

ため、急傾斜地崩壊危険区域の指定を受け、崩壊防止

施設の整備を行う。

崩壊防止工事 延長　106ｍ

園生町、五十土町、貝塚町

（ ）

　流域内の浸水被害を軽減するため、河川の改修を行

　1　河川改修

勝田川　　迂回道路築造工事 延長　240ｍ

坂月川　　河道築造工事 延長　675ｍ

　2　流域貯留浸透施設整備

みつわ台中学校       1か所

建設局　下水道管理部・下水道建設部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

下
　
水
　
道
　
維
　
持
　
課
　
・
　
都
　
市
　
河
　
川
　
課

排 水 施 設 1,924,957 1,271,949

県　費 65,918 諸収入 7,574

市　債 1,425,000 市　費 426,465

都 市 下 水 路 164,602 609,260

諸収入 465 市　債 98,000

市　費 66,137

都
　
市
　
河
　
川
　
課

急 傾 斜 地 崩 壊 対 策 73,000

河 川 302,465

市　費 47,014

諸収入 67,818 市　債 92,000

56,000

県　費 30,000 諸収入 3,115

市　債 31,000 市　費 8,885

363,691

国　費 81,533 県　費 14,100

うほか貯留浸透施設の整備を行う。

　　　　　（宇那谷橋）
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建設局　下水道管理部・下水道建設部 （単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 特別会計

　上下水道料金の徴収事務について、委託を行う。

　1　委託範囲

　　　県水道給水区域の下水道料金徴収事務

　　　市水道給水区域の上下水道料金徴収事務

　2　委託期間

　　　平成24年度～平成26年度

（ ） 特別会計

　下水道の処理区域内において、水洗便所への改造な

どを行う者に対して、資金を助成する。

　1　水洗便所改造等資金貸付

　　　貸付予定件数 件

　2　水洗便所改造等資金一部補助

　　　補助予定件数　 件

　3　生活扶助世帯水洗便所改造等資金補助

　　　補助予定件数 件

（ ） 特別会計

　雨水貯留・浸透施設の設置に対して、資金を助成す

る。

　1　浄化槽転用貯留槽

　　　補助予定数量 基

　2　市販貯留槽

　　　補助予定数量 基

　3　雨水浸透桝

　　　補助予定数量 個

（ ） 特別会計

　浄化センターの維持管理業務について、引き続き包

括的民間委託を行う。

　1　委託範囲

　　　中央浄化センター、南部浄化センター及び

　　ポンプ場の維持管理

　2　委託期間

　　　平成23年度～平成25年度

水 洗 便 所 普 及 促 進 56,800 81,500

市　債 10,000 繰入金 1,988

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

上 下 水 道 料 金 徴 収 事 務 380,520 ― 

その他 380,520

雨 水 貯 留 ・ 浸 透 施 設 の 5,030 5,390

設 置 促 進 繰入金 5,030

その他 44,812

200

120

1

10

160

40

中
央
浄
化
セ
ン
タ
ー

南
部
浄
化
セ
ン
タ
ー

浄 化 セ ン タ ー 等 2,059,062 1,905,897

包 括 的 維 持 管 理 繰入金

下
　
水
　
道
　
営
　
業
　
課

372,313 その他 1,686,749
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建設局　下水道管理部・下水道建設部 （単位：千円）

課
名

備 考事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 特別会計

　下水道の流下機能を確保するため、管渠やポンプ場

の耐震化を実施する。

　1　ポンプ場の耐震化

　　　幸、神明、大椎ポンプ場

　2　管渠の耐震化

　　　耐震化工事 ｍ

　   　椿森、港町、黒砂、本町、幕張本郷

　3　マンホールトイレ設置

　　　設置工事

　　   幕張西、磯辺第四、高洲第三、幸町第三小学校

（ ） 特別会計

　下水道の機能を適正に維持し、安全で快適な市民生

活に寄与するため、施設の更新・改良を行う。

　1　ポンプ場・浄化センター設備の改築更新

　  　中央浄化センター、南部浄化センター

    　神明、都、寒川雨水、蘇我雨水、村田雨水、

    　大椎、越智、黒砂、幸、高洲第一、高洲第二、

    　出洲、ひび野、若葉ポンプ場

　2　管渠の改築更新

    　改良工事 ｍ

　　　 春日、長洲、登戸、黒砂、緑町、都賀の台

（ ） 特別会計

　局地的な集中豪雨などによる浸水被害を軽減するた

め、雨水管渠などの整備を行うほか、市民による防水

板設置費用の一部を助成する。

　1　助成制度

　  　防水板設置工事助成

　2　雨水整備 ｍ

　　　神明町、長洲、松波、検見川町、高品町、

    　武石町、千城台南、誉田町

　3　浸透施設実施設計

　　　轟町

下
水
道
建
設
課
・
下
水
道
再
整
備
課
・

下
水
道
施
設
建
設
課

下 水 道 施 設 の 耐 震 化 508,400 716,726

国　費 254,200 市　債

1,388,135 市　債 2,007,695

その他 14,680

253,500

その他 700

2,750

3,410,510 3,600,973

国　費

10,784

下
水
道
計
画
課
・
下
水
道
建
設
課
・

下
水
道
再
整
備
課

雨 水 対 策 の 推 進 970,979 1,414,370

国　費 125,933 市　債 826,229

繰入金

下
水
道
維
持
課
・
下
水
道
計
画
課
・
下
水
道
建
設
課
・

下
水
道
再
整
備
課
・
下
水
道
施
設
建
設
課

下水道施設の更新・改良

7,500 その他 11,317

1,423
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建設局　下水道管理部・下水道建設部 （単位：千円）

課
名

備 考事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 特別会計

　温室効果ガス排出量の削減を図るため、省エネルギ

ー機器の導入や汚泥処理過程で発生する消化ガスを有

効活用する。

　南部浄化センター

　　消化ガス機械設備工事

　　　平成23年度～平成24年度継続

　　消化ガス電気設備工事

　再生可能エネルギーの利活用計画策定

（ ） 特別会計

　雨天時の未処理下水やゴミなどの流出による公共水

域の汚濁を防止するための対策を行う。

　中央浄化センター

　　雨水滞水池機械電気設備工事

　きょう雑物流出対策

　増補管布設 ｍ

（ ） 特別会計

　東京湾の水質保全と良好な水環境の達成を図るため、

高度処理施設の整備を進める。

　南部浄化センター

　　Ｃ系水処理機械電気設備工事

　　　平成23年度～平成24年度継続

　　Ｃ系導水渠建設工事

（ ） 特別会計

　快適な市民生活に寄与するため、汚水管渠の整備を

推進する。

　管渠の新設

　　整備面積 ha

　　　汚水管の整備

　　　　末広、星久喜町、南生実町、検見川町、

　　　　武石町、花園、幕張町、桜木、高品町、

　　　　高根町、殿台町、土気町、古市場町

下
水
道
計
画
課
・
下
水
道
施
設
建
設
課

資源及び施設の有効利用 765,613 578,820

国　費 417,978

市　債 345,248

その他 50

市　債 340,500

その他 7,135

672,648 120,500

国　費 327,350

下
水
道
計
画
課
・
下
水
道
建
設
課
・

下
水
道
再
整
備
課

汚 水 処 理 施 設 の 整 備 316,128 398,312

国　費

12か所

310

下
水
道
計
画
課
・
下
水
道
建
設
課
・

下
水
道
施
設
建
設
課

高 度 処 理 化 の 推 進 2,185,047 2,007,000

国　費 1,184,349 市　債

下
水
道
維
持
課
・
下
水
道
建
設
課
・

下
水
道
施
設
建
設
課

合 流 式 下 水 道 の 改 善

15,300 市　債 249,598

その他 51,230

6

995,285

その他 5,413
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　地区消防力の充実強化を図るため、老朽著しい消防

団器具置場の建替えを行うとともに、消防団の運営を

推進する。

　1　消防団器具置場改築　　　　　　　1か所

　2　消防団運営

（ ）

　消防力の充実強化を図るため、老朽車両の更新を行

う。

水槽付消防ポンプ自動車 更新1台

消防ポンプ自動車 更新4台

はしご付き消防自動車 更新1台

高規格救急自動車 更新3台

指揮車 更新3台

（ ）

　救急業務の高度化推進を図るため、新たな気管挿管

用資器材を導入するとともに救急救命士の養成と併せ

救急救命士の処置範囲拡大に伴う研修を行う。

　また、市民を対象とした救命講習を行い、自主的な

救護体制の確立が図られるよう、応急手当の普及啓発

を推進する。

　1　ビデオ硬性挿管用喉頭鏡の導入　5器 拡 充

　2　救急救命士養成　　4人

　3　気管挿管及び薬剤投与の研修体制整備

　4　救命講習

（ ）

　大規模災害や広域的な災害に適切に対応するため、

消防救急無線のデジタル化・広域化及び共同運用消防

指令センター整備を行う。

　1　消防救急無線デジタル化・広域化整備事業

　　 負担金

　2　共同運用消防指令センター整備

　3　共同運用に伴う協議会運営

消防局　総務部・警防部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

総
務
課
・
施
設
課

消 防 団 活 動 体 制 充 実 117,633 101,459

諸収入 20,646 市　債 20,000

市　費 76,987

施
　
設
　
課
　
・
　
警
　
防
　
課

消 防 車 両 等 整 備 327,100 465,000

県　費 22,587 市　債 304,000

市　費 513

救
　
急
　
課

救 急 体 制 整 備 19,204 12,267

市　費 19,204

指
　
令
　
課

消 防 指 令 体 制 充 実 3,312,637 1,133,180

諸収入 2,585,940 市　債 724,000

市　費 2,697
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　住宅防火に関する意識の高揚を推進し、住宅火災に

よる死傷者の低減を図るとともに、事業所における消

防法令違反の是正指導を行い、防火安全対策の普及啓

発を推進する。

　1　住宅防火対策の推進

　2　違反是正指導の推進

12,511

消防局　予防部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

予
　
防
　
課
　
・
　
指
　
導
　
課

予 防 消 防 体 制 充 実 12,578 12,341

諸収入 67 市　費
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 特別会計

　未給水区域への配水管の整備を行うとともに、取得

水源の割賦負担金について定期の割賦償還に加え、繰

上償還を実施し負担の軽減に努める。

　1　配水管布設工事　延長　3,060ｍ　

　2　配水管布設実施設計

　3　霞ヶ浦開発事業負担金

　4　房総導水路建設事業負担金

（ ） 特別会計

　安定給水を図るため、浄水場等の電気設備を更新す

るとともに、送水管の更新に合わせ震災対策として送

水管の二系統化工事の実施設計を行う。

　1　平川浄水場中央監視設備更新工事

　2　送水管布設実施設計

改 良 事 業 246,000 37,000

水道局

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

水
　
道
　
施
　
設
　
課

第 ３ 次 拡 張 2,700,666 1,327,382

負担金 84,126 繰入金

負担金 233,000 市　債 13,000

564,516

市　債 2,039,000 その他 13,024
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 特別会計

1　病床数及び患者数

　(1)病床数

青葉病院 380床 海浜病院 301床 計 681床

　(2)年間患者数　

青葉病院 110,727人

204,620人

315,347人

海浜病院  77,826人

150,861人

228,687人

　(3)一日平均患者数

青葉病院 303人

835人

1,138人

　 海浜病院 213人

570人

783人

2　両病院共通

　(1)７対１看護配置の実施

　　 看護サービスの充実、看護師の業務負担の軽減、

　 医業収益の増加などを図るため、平成24年度早期

　 に７対１看護配置基準を取得する。

　(2)基礎調査・基本構想策定支援 新 規

　　 将来的な海浜病院の方向性を検討するため、医

　 療需給に関する調査を行うほか、市民の意見を聴

　 取するため、シンポジウムやワークショップを開

　 催する。

　(3)人材育成の取組み強化

　　 医師や看護師などの人材育成の取り組みとして、

　 研究研修費の大幅な増額を行い、学会や認定講習

　 会などへの参加を幅広く支援する。

3　青葉病院

　 救急患者の受け入れ強化の観点から、救急処置ス 新 規

 ペースの拡充のための救急処置棟の新築実施設計を

 行う。

4　海浜病院

　 集学的がん治療として、手術、化学療法とともに、 新 規

 放射線医療へ対応するためのリニアック室及び手術

 室の増築実施設計を行う。

病院局

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

経
 
営
 
企
 
画
 
課
 
・
　
管
　
理
　
課
　
・
 
青
 
葉
 
病
 
院
 
・
 
海
 
浜
 
病
 
院

病 院 運 営 20,475,261 19,737,876

国　費 96,647 繰入金

［入院］

3,683,494

市　債 483,000 その他 16,212,120

［入院］

［外来］

計

［入院］

［外来］

計

［外来］

計

［入院］

［外来］

計
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　各課が使用する共通消耗品を一括購入し、スケール

メリットを生かした調達を行い、引き続き歳出削減を

目指す。

会計室

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

会
　
計
　
室

共通消耗品の調達・払出 70,465 65,090

市　費 70,465
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　教育内容の充実を図るため、児童生徒の教育に必要

な消耗品や備品を整備する。

（ ）

　各学校の自主性・自律性の確立のため、学校の裁量

で執行可能な予算を措置することにより、特色ある教

育活動を積極的に支援する。

（ ）

　新宿地区の大幅な児童生徒数増に対応するため、新

宿中学校内に、新宿小学校及び新宿中学校の校舎を増

築するとともに、新宿小学校の給食室を増築する。

杭打工事、増築工事、エレベーター設置工事

　平成24年度～平成25年度継続

給食室増築実施設計 新 規

教育委員会　教育総務部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

学
 
校
 
財
 
務
 
課

教 材 教 具 充 実 408,424 406,932

市　費 408,424

特色ある学校づくり推進 525,000 528,000

市　費 525,000

学
　
校
　
施
　
設
　
課

校 舎 増 築 193,170 44,256

（ 新 宿 地 区 ） 国　費 47,803 市　債 133,000

市　費 12,367
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 拡 充

他に債務負担行為 （ ）

　学校適正配置事業により、統廃合の方針が決定され

た高洲地区､真砂地区に加え、高浜地区､磯辺地区の小

中学校について、統合に伴う校舎などの大規模改造を

行う。

　1　大規模改造工事 4 校

　　　高洲小学校大規模改造工事

　　　　平成23年度～平成24年度継続

　　　真砂東小学校大規模改造工事

　　　　平成24年度～平成25年度継続

　　　真砂中学校大規模改造工事

　　　　平成23年度～平成24年度継続

　　　高浜海浜小学校

　2　大規模改造実施設計、内部改修工事 1 校

　　　磯辺第四小学校

　　　（大規模改造工事：債務負担行為）

　3　大規模改造実施設計、教室修繕 1 校

　　　磯辺第一中学校

　4　教室修繕 1 校

　　　幸町第一小学校

（ ）

　校舎及び諸施設の耐震性が低く、老朽化が著しいた

め改築を行う。

　1　緑町小学校 外構工事、植栽工事

校舎解体工事

　 平成22年度～平成24年度継続

　2　松ケ丘中学校 外構工事、植栽工事

　 平成22年度～平成24年度継続

教育委員会　教育総務部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

学
　
校
　
施
　
設
　
課

適 正 配 置 改 修 1,403,510 194,800

国　費 420,404 市　債 901,000

市　費 82,106

322,000 ― 

校 舎 改 築 606,931 3,124,556

国　費 74,183 市　債 490,000

市　費 42,748
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　障害のある児童生徒の学校生活の向上と、移動に伴

う負担の軽減を図るため、校舎にエレベーターを設置

する。

　　小学校 実施設計 3 校

設置工事 5 校

　　中学校 実施設計 3 校

学
　
校
　
施
　
設
　
課

校 舎 エ レ ベ ー タ ー 設 置 193,000 14,000

国　費

教育委員会　教育総務部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

21,338 市　債 148,000

市　費 23,662
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 拡 充

　施設被害や侵入のある学校の中から3校に防犯カメラ

システムを設置し､安全で安心な学校づくりを推進する｡

　防犯カメラシステム設置校　　50校 → 53校

（ ）

　児童生徒の安全確保を図るため、学校セーフティウ

ォッチャーによる見守り活動を支援するとともに、地

域ぐるみの学校安全体制整備を推進する。

（ ）

　生活の指導や基礎的、基本的な学習内容の確実な定

着を図るなど、きめ細かな指導を行うため非常勤講師

を配置する。

（ ） 新 規

　養護学校高等部の生徒数の増加に対応するため、旧

真砂第二小学校跡施設を活用し「高等特別支援学校・

養護学校高等部分校（仮称）」を整備する。

普通教室改修工事

消防用設備外電気設備工事

校舎、屋内運動場耐震補強実施設計

教科及び作業学習等備品整備

教育委員会　学校教育部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

学
　
事
　
課

学 校 防 犯 対 策 8,548 9,018

市　費 8,548

学校セーフティウォッチ

教
　
職
　
員
　
課

尐人数学習指導教員配置 38,041 30,996

諸収入 174 市　費 37,867

1,087 4,804

国　費 298 市　費 789

市　費 53,350

指
導
課
・
保
健
体
育
課

教
育
総
務
部
学
校
財
務
課
・
学
校
施
設
課

高 等 特 別 支 援 学 校 整 備 136,000 ― 

市　債 82,000 諸収入 650
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（単位：千円）

課
名

備 考

教育委員会　学校教育部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ） 新 規

　新学習指導要領全面実施後の児童一人一人の実態を

しっかりと捉え、学習意欲の向上、基礎的、基本的な

知識・技能の定着を図るための方策について学校への

指導・支援を強化し、教師の指導力の向上を図るため、

全小学3・5年生に対し学力状況調査を実施する。

（ ）

　児童生徒の社会性や豊かな心をはぐくむため、農山

村留学や移動教室、長柄げんきキャンプなどの体験活

動を推進する。

　1　農山村留学   小学校6年生　　全校 拡 充

　2　移動教室   小学校5年生　　全校

　3　長柄げんきキャンプ 　特別支援学校及び特別

　支援学級児童生徒

（ ）

　いじめや不登校などに対応するため、臨床心理士な

どによる児童生徒へのカウンセリングを行うとともに、

教職員及び保護者に対する助言・援助を行い、悩みな

どの解消に努める。

　1　スクールカウンセラー配置 中学校57校

統合小学校1校

　2　スーパーバイザー配置

（ ） 拡 充

　小学校給食運営における諸課題を解決し、今後も子

どもたちに、安全で魅力ある給食を安定的に提供する

ため､新規4小学校を含む34小学校において給食調理業

務の民間委託を行う。

　委託校数　30校→34校（4校増）

指
　
導
　
課

わ か る 授 業 の 推 進 15,000 ― 

（学力状況調査の実施） 市　費 15,000

夢広がる学校づくり推進 62,313 69,894

国　費 8,764 市　費 53,549

スクールカウンセラー活用 94,923 97,387

国　費 31,604 市　費 63,319

保
　
健
　
体
　
育
　
課

小学校給食調理業務委託化 839,112 748,498

市　費 839,112
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（単位：千円）

課
名

備 考

教育委員会　学校教育部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　安全で豊かな学校給食の充実を図るため、学校給食

運営に必要な備品や消耗品などを整備するとともに、

各種検査（腸内細菌検査など）を行う。

　1　高浜海浜小学校校舎改修に伴う給食施設整備

　2　高洲小学校校舎改修に伴う給食施設整備　他

（ ）

　武道・ダンスの指導の充実を図るため、地域の指導

者の活用に当たって、地域の指導者の技術及び安全に

関する専門的な指導力の活用方策に関する実践研究を

行う。

（ ）

　児童生徒の疾病の早期発見・早期治療を図るため、

各種検査及び保健指導などを行う。

　1　腎疾患対策（尿検査・細菌尿検査）

　2　心疾患対策（心電図検査・精密検診）

　3　脊柱側わん症対策

　　（モアレ検査・低線量Ｘ線検査）

　4　結核対策（結核健診・精密検診）

　5　ぎょう虫卵検査

（ ） 特別会計

　成長期にある生徒に、安全でバランスのとれた栄養

豊かな学校給食を提供する。

　また、新港学校給食センター・大宮学校給食センタ

ーの管理運営をＰＦＩ事業により行う。

保
　
健
　
体
　
育
　
課

学 校 給 食 515,023 533,219

諸収入 1,415 市　費 513,608

市　費 71,141

武 道 等 指 導 推 進 945 1,553

国　費 945

学 校 検 診 71,141 72,445

保
　
健
　
体
　
育
　
課

学 校 給 食 セ ン タ ー 運 営 975,864 974,814

繰入金 975,864
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（単位：千円）

課
名

備 考

教育委員会　学校教育部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　高度情報化社会に必要な情報活用能力を育成するた

め、情報機器や情報通信網を活用した情報教育を推進

する。

　1　情報教育ネットワークの管理運用

　2　情報教育推進の調査研究等

　3　情報セキュリティ対策推進

　4　情報教育支援員の配置

　5　校内LANの整備

（ ）

　不登校児童生徒を対象に、尐人数でのカウンセリン

グを通して不安や悩みを和らげ、体験的な活動を実施

するなかで自立心・社会性・協調性を養うとともに、

個に応じた学習指導を進め、学校生活復帰を支援する。

（ ）

　教職員の資質能力の向上や教育課題の解明に向けた

教職員研修の充実を図るため、研修内容や形態・日程

の工夫改善を図り、よりよい研修講座の運営を行う。

（ ）

　緊急に対応が必要なＡＤＨＤなどの児童生徒が在籍

する学校に対して、対象児の状況の改善と校内支援体

制の整備を支援するため、特別支援教育指導員の配置

を推進する。

（ ）

　特別支援学級などの児童生徒の多様なニーズに対応

した教育を充実するため、指導用備品の整備を推進す

る。

教
　
育
　
セ
　
ン
　
タ
　
ー

情 報 教 育 推 進 369,361 339,065

市　費 369,361

教 職 員 研 修 10,530 12,315

諸収入 15 市　費 10,515

適 応 指 導 教 室 管 理 運 営 36,655 33,976

諸収入 205 市　費 36,450

2,250

養
護
教
育
セ
ン
タ
ー

特別支援教育指導員配置 22,479 22,968

市　費 22,479

特別支援学級等設備の充実 2,250 2,250

市　費

-99-



（単位：千円）

課
名

備 考

教育委員会　学校教育部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

（ ）

　自然の事物・現象に対する関心を高め、科学的に探

求する態度、能力及び豊かな国際性を養うことを目的

に、理数科1年次に国内（大島）2年次に海外（アメリ

カ）にて科学技術研修を行う。

（ ）

　ホームステイや体験入学を通して、生徒が実践的な

語学を修得し、豊かな国際性を養うため、姉妹都市で

あるヒューストン市、ノースバンクーバー市などの生

徒・職員との交流事業を推進する。

（ ）

　中高一貫教育目標である「真の国際人の育成」のた

め、ネイティブスピーカー講師による英語指導を行う。

千
葉
高
等
学
校

海外・国内科学技術研修派遣 2,133 2,143

国　費 2,133

稲
毛
高
等
学
校
附
属
中
学
校

中 高 一 貫 教 育 4,897 4,860

諸収入 25 市　費 4,872

稲
毛
高
等
学
校

海 外 語 学 研 修 派 遣 受 入 4,468 4,443

国　費 4,468
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

　加曽利貝塚の国の特別史跡への登録申請に向け、出

土資料の再整理を実施する。

（ ） 新 規

　加曽利貝塚博物館の北貝塚貝層断面観覧施設及び住

居跡群観覧施設を安全に利用するため、耐震診断を実

施する。

（ ）

　土・日曜日に小学校の特別教室を地域活動、文化活

動、生涯学習などの場として区民を対象に開放する。

　　瑞穂小学校（花見川区）

　　扇田小学校（緑区）

　　海浜打瀬小学校（美浜区） 拡 充

（ ）

　市民の学習活動を支援するため、生涯学習推進計画

に基づき、生涯学習活動を推進する｡

（ ）

　市民の自主的・自発的な学習活動を支援するため、

多様な学習ニーズや現代的な課題に対応した施策を展

開する。

（ ）

　児童の総合的な放課後対策として、引き続き安全・

安心な放課後の活動場所としての「放課後子ども教室」

を全ての小学校で行う。

教育委員会　生涯学習部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

生
 
涯
 
学
 
習
 
振
 
興
 
課

加曽利貝塚出土資料再整理 10,403 ― 

国　費 5,201 諸収入

市　費 2,000

特 別 教 室 開 放 1,259 1,271

市　費 1,259

43

市　費 5,159

博 物 館 整 備 2,000 ― 

国　費 139 市　費 3,307

生 涯 学 習 振 興 482 843

市　費 482

社 会 教 育 振 興 3,446 4,013

放 課 後 子 ど も 教 室 推 進 14,864 15,201

国　費 4,954 市　費 9,910
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　市民の学習活動を総合的に支援するため、生涯学習

の拠点となる生涯学習センターの管理運営を行う。

　1　生涯学習情報提供・学習相談の充実

　2　学習事業の推進

　3　学習ボランティア育成・活用

　4　メディア学習の推進

（ ）

　越智公民館の屋上防水工事などを行い、老朽化が進

んでいる公民館の施設環境の充実に努める。

（ ）

　地域住民の多様化する学習ニーズに対応し、各種学

習機会を提供するほか、地域の生涯学習の拠点施設と

して市民サービスの向上に努める。

　1　各種学級・講座

　 　（家庭教育、尐年教育、成人教育など）

　2　図書室運営

　3　公民館維持管理

（ ）

　市民が日常生活の中で科学・技術を身近に感じるこ

とができる総合的な科学の祭典として、科学フェスタ

を開催する。

（ ）

　市民の多様な文化ニーズに対応し、子どもたちの探

究心向上と青尐年の創造力育成のため、参加体験型科

学館の管理運営、ボランティア育成などを行う。

教育委員会　生涯学習部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

生
 
涯
 
学
 
習
 
振
 
興
 
課

生涯学習センター管理運営 560,776 568,480

使用料 9,156 諸収入

市　債 12,000 市　費 3,800

公 民 館 管 理 運 営 437,143 439,124

11

市　費 551,609

公 民 館 改 修 15,800 71,600

市　費 2,800

科 学 館 管 理 運 営 502,814 564,764

市　費 502,814

諸収入 4,264 市　費 432,879

科 学 フ ェ ス タ 2,800 2,800
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　貴重な文化財などの資料を収集、保管、展示すると

ともに、資料に関する調査研究を行う。

　1　加曽利貝塚博物館管理運営

　2　郷土博物館管理運営

（ ）

　文化財の保存及び活用を図るため、埋蔵文化財調査

センターの管理運営を行う。

　1　緊急発掘調査

　2　埋蔵文化財調査センターの管理運営

（ ）

　史料を基に千葉市の歴史を明らかにし、市民の郷土

理解を深め、本市の歴史を後世に伝える。特に失われ

つつある近現代史料の収集調査を重点的に行う。

　1　千葉市関係史料の調査・収集・整理

　　「千葉市史　史料編　近現代」史料収集調査

　2　普及活動（市史研究講座・古文書講座ほか）

（ ）

　青尐年が主体的に自己の技能や教養の向上を図るこ

とができる場や機会を提供する。

　1　各種講座開催

　2　施設維持管理

教育委員会　生涯学習部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

生
 
涯
 
学
 
習
 
振
 
興
 
課

博 物 館 管 理 運 営 57,455 57,205

使用料 2,217 諸収入

埋蔵文化財調査センター関係 60,703 132,077

国　費 2,310 諸収入 30

625

市　費 54,613

南部青尐年センター管理運営 26,903 27,449

諸収入 597 市　費 26,306

市　費 58,363

市 史 編 さ ん 6,147 6,285

諸収入 410 市　費 5,737
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ） 新 規

　市内のトップスポーツチームやトップアスリートに

よる社会貢献活動を促進するため、チームなどの活動

と市民ニーズとのコーディネートを推進する。

（ ）

　各種スポーツ大会などの開催及びスポーツ関係団体

の育成を行うほか、国際的規模のスポーツイベントの

開催を支援する。

　1　スポーツ・レクリエーション祭

　2　国際千葉駅伝

　3　千葉国際クロスカントリー大会

（ ）

他に債務負担行為 （ ）

　市民のスポーツ・レクリエーション活動を一層充実

するため、スポーツ施設の管理運営を行うとともに、

運動広場の維持管理を行う。

　また、老朽化などに伴う施設の改修及び再整備を進

める。

　1　スポーツ施設の管理運営

　2　運動広場の維持管理

　3　高洲市民プール・体育館の再整備 新 規

　　（測量、地質調査、基本設計）

　4　ポートアリーナ改修

　　（中央監視装置・熱源機器改修工事）

　5　こてはし温水プール改修

　　（ガラスドーム防水工事）

（ ）

　市民の身近なスポーツ活動の場として、小・中学校

の校庭・体育館・武道場などの地域開放を行う。

　1　学校体育施設の開放

　2　美浜区学校プール開放（高洲市民プール代替） 新 規

ス ポ ー ツ 行 事 54,528 43,678

市　費 54,528

教育委員会　生涯学習部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

社
　
会
　
体
　
育
　
課

ト ッ プ ス ポ ー ツ と の 200 ― 

連 携 の 推 進 市　費 200

市　債 20,000 市　費 904,049

345,000 ― 

ス ポ ー ツ 施 設 管 理 運 営 926,166 936,944

使用料 1,830 諸収入 287

学 校 体 育 施 設 開 放 25,725 22,086

市　費 25,725
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　図書資料の整備を進め、身近で頼れる市民の図書館

として充実した図書館サービスを提供する。

　また、良好な読書環境を提供するための計画策定に

向け、有識者からの意見聴取や市民意識調査などを実

施する。

　1　図書資料整備

　2　読書環境整備計画調査

　3　図書館維持管理

教育委員会　生涯学習部

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

中
央
図
書
館
・
地
区
図
書
館

図 書 館 管 理 運 営 712,561 744,874

諸収入 5,099 市　債 3,000

市　費 704,462
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（単位：千円）

課
名

備 考

（ ）

　平成25年4月4日に任期満了となるため、千葉県知事

選挙を行う。

選挙管理委員会事務局

事　務　事　業　名 事　　業　　内　　容

選
挙
管
理
委
員
会
事
務
局

千 葉 県 知 事 選 挙 221,181 ― 

県　費 221,181
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